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資料紹介
スペイン経済：1985年ーースペイン銀行
『年次報告」より一一
? ?
義
はしがき
前号（本「経済論集」第38巻第5号）につづいて， 1985年のスペイン経済の実態を最も
過不足なく伝えていると思われる資料を紹介しよう。
なお，この年のスペイン銀行「年次報告： 1985年版」 JnformeAnual1985の目次は，
以下のとおりであり，小稿はその第2章を訳出したものである。
第1章 EECとスペインにおける経済の推移
1節 EECにおける経済政策の方針
2節 EECにおける最近のマクロ経済的な推移
3節 EECに関するスベインの経済政策
4節世界経済のなかのスペイン経済
第2章 1985年のスペイン経済 本書141ページ
1節需要
1. 1 外国需要
1. 2 国内需要
1. 2. 1消費
1. 2. 2 総資本形成
2節生 産
3節雇 用
4節物価，生産コスト，所得
5節公共部門
5. 1 歳 出
5. 2歳入
???????????????????
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第3章スペイン経済の資金フロー
1節 スペイン経済の賓金フロー
1. 1 方法論的見解
1. 2 1985年における推移
2節貨幣政策とその政策編成
3節国骰と通貨管理
4節金融市場
5節政府部門のファイナンス
6節民間部門のファイナンス
付表金融制度にかんして採択された主な法令〔1985年1月~1986年3月〕
なお，本書に付属してBS版230ページからなる『年次報告・ 統計編」 Informe Anual 
1985/ Apendice Estadisticoも刊行されていることを付記しておこう。
略号一覧
ANFAC: Asociaci6n Nacional de Fabricantes de Autom6viles y Camiones. 
BE : Banco de Espana 
全国乗用車・トラック製造業連盟
スペイン銀行
CAMPSA: Compaflia Arrendataria de! Monopolio de Petr6leos, S. A. 
石油専売株式会社
CEOE: Confederaci6n Espanola de Organizaciones Empresariales. 
スペイン企業組織連合（経団連）
CNE : Contabilidad Nacional de Espana. スペイン国民経済計算
DGA : Direcci6n General de Aduana. 税関庁
EPA: Encuesta poblaci6n activa. 労働力調査
FEC : Fondos de Empleo Comunitario 共同雁用基金
INE: Instituto Nacional de Esほdistico. 国民統計協会
INEM: Instituto Nacional de Empleo. 国民雇用協会
IVA: Impuesto sabre el Valor Afi.adido. 付加価値税
MINER : Ministerio de Industria y Energia. 工業・エネルギー省
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MOPU: Ministerio de Obras Publicas y Urbanismo. 公共事業・都市整備省
OFICEMEN: Agrupaci6n de Fabricantes de Cemento de Espana. 
スペイン・セメント製造業連合会
SEOP AN : Asociaci6n Empresas Constructoras de Am bito Nacional. 
全国建設企業連盟
UNESID : Union de Empresas Siderurgicas. 製鉄業連合
なお，〔 〕は原書のカッコを，（ ）は訳者による加筆を示す。
1985年のスペイン経済
1. 需要
1985年のスペイン経済における最終需要の実質増加率は2.6 5lるで，前年よりはいくらか
高く，その構成内容も重要な変化をとげた。 1984年における総需要の伸ぴは，国内需要が
マイナスの実質成長率を記録したこともあって，財・サービス翰出の力強い拡大によって
規定されたのに対して， 1985年には逆に，輸出の年平均増加率がかなり低下したために，
年間をつうじてダイナミックな力を発揮したのは国内需要であった。こうした最終需要の
圧力によって， 1985年には前年よりも大批の財・サービスが諸外国から輸入された結果，
国内生産の伸びは両年ともほぼ同じであった。
1985年の国内民間需要の推移は，この数年来スベイン経済で採られてきた調整政策のお
蔭で底堅いものであった。消費が伸びたのは，インフレ率が低下したことにある程度起因
し，また雇用動向が改善されたことにも起因する。他方，固定資本投資の増加は，一部は
企業の融資条件と収益性の改善によって， また一部は有利化した経済情勢に基づく期待
（の改善）によって惹起されたが，これらはすべて将来の成長の可能性を保障する要因で
ある。政府部門の需要にかんして言えば，消費も投資も予算額より増えたために拡張的な
効果がもたらされた。
輸出もまた， (1984年の15.4彩から85年には3.8 5lるへ， その実質成長率を低下させたも
のの）国内経済諸変数に見られたのと同じような上向きの推移をたどった（『年次報告：
1985年版』の 1-7表を本稿の末尾に載せておいたので参照されたい）。輸出の伸びは世
界の経済活動の展開によって大きく左右されてきたとはいえ， 1985年における輸出の回復
が輸出価格のごくわずかな変化（上昇）率でもって達成されたことは，その回復の持続性
を保証する競争力の向上を達成するうえで必要な条件が充たされたということになる。
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1. 1外国需要
国内総生産 GDPの成長にたいする純外国需要の寄与度は， 1984年の約3形ボイントか
ら， 1985年には一0.396ポイントに低下した。財・サービスの対外交易の成果がこのよう
に劇的に変化した原因は，輸出の鈍化〔前年における実質でほぼ159る増から 1985年には
3.8形増へ〕と輸入の回復（同じく，約19る増から5.6増％へ〕に求められる。こうした推
移の背後には，世界貿易の低迷，スペイン経済の対外競争力の変化，そして国内需要の増
加といった諸要因が存在する。
2-1図には，この13年間の実質的な商品輸出の推移と，利用可能な実証的根拠から輸
出全体の動きを基本的に決定する要因として特徴づけられている諸変数一一世界需要と競
争力〔ただし，その輸出への影響の遅れ（ラグ）を据酌するために 1期のズレが付されてい
る〕ー一の動きが載っている。 1984年における世界の需要の回復は，スペイン経済がその
前年において達成した競争力の改善—それは， 1982年末のベセタの為替レートの減価に
起因する―とともに，如何に積極的な影響を輸出に与えたか，が読み取れる。輸出は，
沈滞した国内情勢のもとで，非常に高い実質成長率を記録したのである。しかしながらこ
うした要因は， 1985年をつうじてすべて逆転した。一方で世界の需要は，アメリカ合衆国
経済の成長率の低下と OPEC諸国の輸入の持続的な下落に影響されて， 1985年をならす
とそれほど有利には進展しなかったのである。そのうえ， 1984年をつうじてスベイン経済
にみられた競争力の喪失は輸出に不利な要素となったが，その影響はすでに同84年末の数
カ月において見られ，少なくとも1985年の前半までには明自になった。最後に，国内需要
の回復は，資源を国内市場に振り向けるうえでより有利な状況をつくりだした。これらの
要因がすべて作用した結果，商品輸出の実質増加率は，前年のそれに比べて激減し一ー2-
1図に示されているように，税関庁 DGAの数値によればー一約3.5%増に落ち着いた。
競争力の改善が商品輸出の推移に及ぼすフ゜ラスの効果は，それが相対コストの有利な動
きから生じたものではなく，むしろペセタの為替レートの減価から派生した場合には，一
時的にならざるを得ない点を指摘しておかなければならない。そうした減価は輸入財の高
騰を即座に誘発し，その高騰から最終的には＿スペインの多くの輸出財は，輸入された
投入財を高い比率で含んでいるが故に直接的に，あるいは生産コストの全般的な上昇をつ
うじて間接的に一一輸出価格にも影響が現れ，かくて不可避的に，ペセタに更なる減価を
迫る競争力の喪失がもたらされるからである。この点からみて， 1985年にスペイン経済が
—基本的には，ペセタ建て輸出価格を抑えこむことによって一ー外国市場における競争
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2 -1 図輸出•世界需要・競争力の推移
．〔実質変化率〕
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出所〕 DGA,BEとSecretariade Estado de Comercio. 
a〕消費者物価で実質化された対先進諸国実効為替レー
トで算定。図示された変化率は， 1期のズレをもっ
（為替レート）指数の逆数である。
bJいろいろな諸国グループによる一一”スペインの輸出
に占めるその重要性によってウェート付けされた一~
輸入の推移から算定。
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2-1表 輸出入単価・為替レート・実質交易条件〔a〕
変化率(96)
1 1980 J 1981 J 1982 1 1983 I 1984 J 1985 
総輸入単価
スペイン 40.5 29.1 13.9 21. 7 9.2 4.1 
OECD諸国 22.0 10. 7 4.5 1. 3 6.0 3.0 
エネルギー関連輸入単価
スペイン 77.7 41. 4 14.7 16.9 7.9 0.2 
OECD諸国 70.0 26.0 4.0 -3.6 5.3 2.5 
総輸出単価
スペイン 19.8 20.8 12.1 18.2 13.0 6.2 
OECD諸国 10.5 9.5 6.0 3.0 5.5 3.8 
実質交易条件〔b〕
スペイン -14. 7 -6.4 - 1.6 -2.8 3.5 2.1 
OECD諸国 -9.4 - 1.1 1. 4 1. 7 - 0.5 0.8 
先ペの進変セ諸化タ率国の全名〔c体目〕実の効通為貨替に対レすーるト 7.6 8.9 6.2 19.8 1. 7 2.4 
出所〕 BE,OECD 
a〕スペインのデータはペセタで， OECDのデータは当該諸国通貨全体で表示さ
れている。
b〕プラスの変化率は実質交易条件の改善を示す。
c〕プラスの変化率は先進諸国通貨全体のペセタにたいする増価を表わす。それら
の数値を用いれば， OECD諸国の（輸出入）単価を近似的にベセタで表示できる。
力を事実上持ち直したことは，大きな意義をもつ要因であって，その有益な効果は，早く
も同年後半の輸出の推移に現れはじめた〔2-1表と 2-2図をみよ〕。
2-3図と 2-2表には，この数年来のスペインの輸出市場の推移にかんするデータと，
各年における輸出入の数値が載っている。 1985年とくにその後半には，合衆国市場が相
対的に停滞したが，同時にその反面EEC諸国では，国内需要が上昇するにつれて市場は
回復した。石油輸出国腿では， 1982年以降の輸入において観察される厳しい景気後退が続
いたために，これら諸国向けのスペインの輸出はあらたに低下したが， それは OECD
諸国と COMECON諸国での市場のわずかな改善でもって埋め合わされた。
1985年の合衆国への輸出は，鉄鋼製品に課された貿易制限によって影響され始め，その
年の平均で185!るを超える落ち込み〔ペセタ建て〕が記録された。その後，スペインの輸出
全体に占めるアメリカ市場のウェートをわずかに高めることになった二つの要因は，石油
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2-2図競争力の指標とペセタの名目実効為替レート〔a〕
〔1975年第 1四半期=100〕
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出所〕 BEと IMF
a〕消費者物価で実質化された為替レートは，先進諸国全体について算定されてい
る。労働コストで実質化された為替レートは，当該コストの情報が IMFによっ
て提供されている先進14カ国について算定されている。図中の指数の低下は，
〔実質為替レートでみると〕競争力の向上を，あるいは〔名目為替レートでみる
と〕ペセタの減価を含意している。
精製品の販売—これは，スペインの対米輸出全体のなかでその重要性が事実上無視しう
る状態から， 1985年には全体のほぼ14%を占めるまでになった商品グループである一ーと
同年をつうじて非耐久消費財に見られた持続的な（輸出の）推移であった。
1985年の初期における EEC諸国への輸出は，予想されたほど有利な展開を示さなかっ
た。そうした動きの主な原因としては，いくつかの外生的な現象—それは， 1984年末の
天候不順のように，一時的な影響を与えたに過ぎないが一―, EEC諸国における需要の
減退，そして最後に，スペイン経済がその前年に EEC市場で競争力を失ったことに由来
する諸事情が挙げられる。その後， EEC諸国の大半で国内需要が回復し，また 1985年に
はこれらの国の通貨全体にたいするペセタの減価とともに競争力が高まったために，スペ
インからの輸出は増加し，とくに同年第W四半期の伸びは大幅であった。こうした諸要因
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2-3図 スペインの輸出市場の推移とその地域別分布
(1980年=100)
輸出市場〔a〕
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□ EEC 彦 OPEC
・アメリヵ □ その他
出所〕 IMF,OECD, DGAとBE.
a〕各国あるいは諸国グループの非エネルギー関連輸入から算定。た
だし，諸国グループの場合は，スペインの商品輸出に占める各国の
ウェートを勘案して算定した。
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の他に，スペインの欧州共同体 EC加盟を直前にして行われた一一輸出にたいする租税
減免措置に生じたに違いない変化にもとづく一ーある種の輸出前倒しもまた影響を与えた
であろう。まさしくこの輸出前倒しは，スペインの輸出全体に影響を与えたに相違なく，
また1985年12月の異常に高い数値（輸出量）の背後に疑いなく存在した事実なのである。
最後に， OPEC諸国への輸出にはすでにあらたな後退の兆しが見られ， スペインの輸
出全体のわずか7.3飴しか占めないようになった。それに加えて，いわゆる「その他のア
メリカ」グループヘの輸出の後退も指摘しておかねばならない。
これまでに述べた推移から最終的に次のようなことが言えるであろう。すなわち，すで
に1985年上半期の商品輸出は，前年同期に比べてプラスの実質成長率を達成していたとは
いえ，（その間）とくに1984年後半に大幅な輸出減が生じた反面， 1985年下半期には輸出の
伸びが底堅くなったために，半期ベースの成長率は一季節調整済みのデータで計算し，
2-2表 スベインの外国貿易の地域別分布
単位：各地域の上段=10億ベセタ，下段＝シェア〔形〕
輸 入
I 
輸 出
1983 I 1984 I 1985 .1983 I 1984 〔り l1985 
世界全体 4,176.4 4,629.0 5,073.2 2,838.6 3, ??8.1 4,099.2 
OECD 2,241.9 2,499.0 2,883.2 1,843.2 2,616.0 2,876.0 
53.7 54.0 56.8 64.9 69.2 70.2 
EEC 1,348.9 1,547.5 1,828.4 1,370.6 1,853.3 2,051.2 
32.3 33.4 36.0 48.3 49.0 50.0 
アメリカ 495.5 519.3 553.0 206.6 361.1 408.6 
1. 9 1. 2 10.9 7.3 9.6 10.0 
その他 397.6 432.1 501.9 266.0 401. 6 416.3 
9.5 9.3 9.9 9.4 10.6 10.2 
OPEC 1,047.8 1,118.7 1, 021. 7 397.8 346.3 300.1 
25.1 24.2 20.1 14.0 9.2 7.3 
COMECON 137.6 158.2 140.3 87.3 122.7 170.3 
3.3 3.4 2.8 3.1 3.3 4.2 
その他の 463.2 500.9 516.5 142.9 150.4 149.6 アメリカ 11.1 10.8 10.2 5.0 4.0 3.6 
その他の世界 285.9 352.3 511. 5 367.5 542.6 603.2 
6.8 7.6 10.1 13.0 14.3 14.7 
出所〕 DGA 
a〕 税関庁 DGAは1984年の数値を470低ペセタ近く下方に修正した。この修正額
の国別配分については分からないので，ここで示されているデータは，同額だ
け過大評価されたものであり，またそれゆえ，この『年次報告」の他の個所に
載っているデータとも一致しない。
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年成長率に換算すると-12形を超えたのである。 1985年を平均すれば，その実質的な伸
びは通関ベースで3.5;lる〔そのデフレーター（価格上昇）は696強〕であるが， 国民経済
計算ベースで輸出を計量すると一~名目変化率を高める多数の調整が行われるために一一
4.8%に達する。
サービスの輸出のなかで観光収入〔ペセタ建て〕は，年平均名目で9.9 5lる増加したが．
実質に庫すとわずかにマイナスの変化率〔ー 0.5%〕になる。 この年平均成長率には，
1984年後半に見られた力強い増加の後に生じた， 1985年の前・後期をつうじての実質的な
低下が内包されている。ペセタの減価は EEC諸国からの観光客を誘致したものと思わ
れるが，その効果は観光サービスの高騰によって， また 1985年前半における EEC諸国
の低い経済活動水準によっても部分的に相殺された。最後に， (1985年の）観光シーズン
の予約をめぐって英国で生じた諸問題は，観光部門で達成された成果に重大な影孵を及ぼ
したもう一つの要因であった。
その他のサービスによる収入については，実質で2彩台の伸びが推定されるので，財・
サービスの輸出全体では， 1985年の平均で7.1%のデフレーター（価格上昇）を伴った実
質3.8%の成長率が見込まれている。
すでに指摘したことだが， 1985年における商品輸入の動きのなかで最も重要な事実のひ
とつは，ペセタ建て輸入価格（上昇率）の鈍化であった。エネルギー関連原材料も非エネ
ルギー関連原材料も，世界市場で生じた価格の低下とペセタの為替レートの〔年間を平均
しての〕大きな安定性から利益をうけた。
エネルギーの輸入単価は，ペセタがドルにたいして減価したために， 1984年後半にかな
り上昇した。その後， ドル建て原油価格が下落し，同時にペセタがドルにたいして増価し
たので，ペセタ建て単価は連続的に低下し， 1985年をならすと事実上ゼロの上昇率が記録
された。スペインは原油を1985年の平均で1バレル当たり約26.5ドルで購入したが，これ
は OECD諸国全体に比して若干割安であり， 1984年の価格よりも 2ドル安かった。
1985年のエネルギー関連製品輸入は実質で，前年の3.49る減に対して3.6%の伸びを記録
した。 1984年後半に原油輸入が急増したために，減りつつあった原油のストックは1985年
をつうじて増加したので，その実質変化率は同年をならせば事実上ゼロになった。 1985年
末の数力月に再び原油ストックが増加したが，これは，割当制をつうじて入手される原油
の価格に比べて自由市場での価格が低下したためである。「マキラ制」（原油を精製してそ
の一定割合を石油輸入相手国へ再輸出する制度）のもとで輸入された原油の増加が1985年
に非常に高まり，そのため国内市場向けの輸入が 一次エネルギー全体のなかで石油の
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2-3表 スペインの商品グループ別外国貿易
単位： 10億ペセタ
輸入 輸出
1983 I 1984 I 1985・ 
畜産品・野菜類 166.4 198.0 219.6 281. 21 373.0 387.8 
加工食料品 120.5 144.2 152.4 162.3 206.1 206.4 
農業向け非エネルギー原材料 260.6 229.5 190.3 25.8 30.7 46.1 
エネルギー関連製品 1,671.3 1,741.6 1,807.9 252.1 335.0 383.5 
そ中間の他財の非エネルギー原材料と 966.9 1,157.8 1,328.3 1,072.0 1,372.7 1,504.0 
消費財 247.2 229.4 269,9 544.5 728.4 729.1 
非耐久消費財 82.9 86.3 101. 7 254.1 329.6 365.2 
自動車 57.1 40.6 68.3 236.3 329.5 357.6 
その他の耐久消典財 107.2 102.5 99.9 54.1 69.3 69.3 
プラント 737.7 921. 6 1,087.0 494.8 655.5 742.7 
一般機械器具 615.3 736.2 880.1 285.1 388.9 478.5 
鉄道輸送機器 3.6 1. 6 2.0 3.9 4.6 3.3 
航空運輸機器 18.3 25.9 28.2 19.2 29.4 18.6 
海上輸送機器 2.4 6.0 9.7 73.3 97.2 70.0 
陸上輸送機器 98.0 151. 9 167.0 113.3 135.4 172.3 
その他の製品 5.8 6.9 17.7 6.1 29. 7 36.5 
総 計 [ 4,176.4[ 4,629. o[5, on. 2[ 2, 838.6[ 3, n1.1[ 4,099.2 
出所〕 DGAと BE.
a〕印84年の数値は， DGAの情報にしたがって修正されているために， 2-2表
の数値と一致しない。
占める割合が低下するにつれて一一減少した点に留意しなければならない。
1985年のエネルギー関連製品の輸入相手国には，前年と同じような変化が見られた。す
なわち， OPEC諸国からの輸入の相対的な割合が低下し続け， いわゆる「その他のアメ
リカ」諸国からの輸入はほぼ維持され，そして「その他の世界」で一括されるグループに
含まれるいくつかの石油輸出国〔主としてナイジェリア〕からの輸入が急増したのである。
非エネルギー関連製品輸入にかんして言えば， 1985年におけるその推移は最終需要の動
向によって左右されており，その構成内容は最終需要に生じた変化を反映していた。かく
て， 1985年の輸入の実質増加率〔6.3 5lる〕は前年のそれ〔約5.0形〕とあまり異ならない
けれども，輸入を構成する生産物のタイプはおおいに違っている。 1984年における輸入の
実質的な増加は，ー一とくに同年上半期には，疑いなく，最終需要の伸びが商品輸出の動
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向に依存していたために一中間生産物の購入に起因していたが，その年が深まるととも
にプラントの購入にも起因するようになった。他方1985年には，非エネルギー関連製品輸
入の伸びがより一般化したのである。中間生産物（輸入）は再びかなり増加し，プラントも
伸び率を加速させ，そして最後に消費財〔食料品を除く〕は， 1984年にはほとんど15彩も
減少したのに対して， 10彩前後の増加を〔いずれも実質タームで〕記録したのである。最
終需要を増加させた原因の変化—1984年のそれは外生的で， 1985年のそれは内生的であ
った—は，こうした推移からも読み取ることができる。
非エネルギー関連製品輸入の1985年における動向は，最終需要がたどった成長経路と関
連している。つまり，同年上半期におけるゆるやかな増加は，下半期になって強まった
が，その原因は，国内需要の回復が決定的になり，また輸出が大きく伸びたためである。
スペインの EECへの加盟を前にして生じた為替レートの減価（ペセタ安）の予想もま
た， 85年末の多額の輸入に影響を与えたに違いない。
最後に，サービスの輸入は 1985年に名目的にも実質的にもかなり伸びた〔実質で7彩
増〕。財・サービスの輸入は全体として， 最終的に実質で5.6彩の伸びを示し， そのデフ
レーター（価格上昇）は 4.5%であった。
1. 2 国内需要
1985年における国内需要の推移は実質でプラスの伸びを有し，年間をつうじて2.3形の
成長率を示した。この数値は，比較的つつましいものと評価せねばならないが，二つの観
点からみて非常に積極的な内容を持っているのである。
第一にそれは， 1984年に見られたマイナスの推移と好対照をなしている。換言すれば，
前年に比べて1985年には，スペイン経済における生産活動の目的にシフトが生じたのであ
る。 1984年の生産活動は，ほとんどもっぱら外国需要に依存しており，政府部門の赤字を
抑制したいが故に切り詰められた公共支出には限界的に（ごくわずか）しか依存していな
かった。 1985年には逆に，経済を刺激したのは国内需要であって，外国需要は，前節です
でに指摘したように，わずかにマイナス (-0.3形ボイント）の寄与をしたにすぎない。
特筆すべき第二の積極的な側面は，民間消費も固定資本投資も， 1985年が深まるにつれ
てより持続的で底堅い動きを示したということである。国内需要の幅広い回復が予想を上
回ったので，同年後半には，当初の年間予想成長率は上方修正を余儀なくされた。
1985年下半期の需要の回復が同年末の数力月に一層強まったのは確実であるが， それ
は，差し迫った新付加価値税の導入に伴う不確実性とインフレ期待をおそらく前にして，
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いくつかの支出決定が繰上げられるという現象が生じたからである。こうした理由で，
1985年第W四半期における-近年，類を見ないほど強い一~需要の拡張を， 1986年全体
にも通用するパターンとして当てはめることは許されない。
1. 2. 1消費
国内の民間消費は， 1985年全体でほぼ1.5%の（プラスの）実質成長率をもったが，こ
れは，前年度に記録されたマイナス成長とは非常に対照的である。
1985年初めの数力月は，前年からの長引いた沈滞ムードー一それは， 84年第W四半期に
底をうった一ーに支配されていた。こうした状況は， 1985年当初の数力月間はそれほど変
わらず続いていったが，その年の深まりとともに徐々に回復がすすんだために，同年下半
期と特に年末の数力月には，明らかな上向きの動きーーそこには， 1985年全体をつうじて
示された成長の大半が集約されている—―ーが見られた。
こうした消費の回復にはいろいろな要因が寄与したが，それらはいずれも家計の実質可
処分所得を高めることになった。例えば， 4月に政府が採った（家計）援助措置があるが，
これは個人の所得にたいする源泉徴収課税の引き下げをもたらした。他にも，物価上昇率
の抑制，労働所得のより有利な進展，そして資産所得や企業所得の急増といった要因が挙
げられる。
これらの要因が協働して家計の所得状況を改善させたが，さらにその状況は政府が一一
社会保障負担と社会保障給付を総合した純効果を介して一ー行う所得再分配活動によって
も好転した。この社会保障給付は，絶対額で社会保障負担を超えており， しかも急速に伸
びていったが，その主な原因は失業保険の支給に起因する支出の急増に求められる。しか
しながら，直接税が可処分所得よりも高率で増加したために，社会保障の負担と給付の純
作用に由来するプラスの効果は減殺された。とはいえ， 1985年後半には直接税によって吸
い上げられる比率が低下したので，それの（可処分所得）縮小効果が発揮されたのは主と
して同年前半であった点を指摘しておこう。
このような推移を経て，所得は全体として消費者物価（の上昇）を掛酌しても実質で2
形近い伸びを示したが，それは，民間消費の上昇（率）が従前のままであるとすれば，家
計の貯蓄率のわずかな回復を意味している。かくして各家計は，前年末の悪化した状況を
立て直すことがマきたのである。
実質所得のプラスの推移を論じたついでに次の点にも触れておこう。すなわち， 1985年
末の数力月にわたり，付加価値税 IVAの導入が差し迫ったことに伴うインフレ期待によ
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って支出決定の繰上げが行われたが，これはおそらく耐久財の需要に大きな影響を与えた
に違いない。もっとも，その影響を数量化しようとする試みは不可能であるが。
消費にかんする直接的な情報はまだ非常に少ない。 1985年に国民統計協会 INEが始め
た新しい「消費にかんする連続調査」の， マクロ・レベルでの予測値の最初の調査結果
も，その年全体についてはまだ利用できないし，また四半期ベースの消費の推移も，経済
分析に直接役立つ形で提供されてはいない。しかしながら，こうした調査が実行され始め
たことは，非常に有意義な事実として評価しなければならない。それは，近い将来この変
数（消費）の推移を追跡するうえで決定的な貢献をするに違いない。
消費財〔食料品を除く〕輸入に見られた実質で1096を超える一ー前年の159)る近い低下と
2-4図民間消費にかんする指標〔a〕
??
?
?
?
?
?
?
?
?
???
??
自動車の新規登録台数
???
??
?
640 
ガソリンのil'Jtit
1982 1983 1984 
54,000 
52,000 
50,000 
48,000 
46,000 
44,000 
42,000 
40,000台
640 
620 
600 
580 
560 
1985 
XlOO万
リッター
出所〕 INEと CAMPSA.
a〕3ヵ月の移動平均
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は対照的な—急増について特筆しておかねばならない。食料品の輸入も増加したが，そ
の伸びは2彩と低かった。
ガソリンの消費量と自動車の新規登録にかんするデータは， 1985年における民間消費の
回復を反映している。とくに． 新規登録台数は前年比で年率10.1彩も増加したが， これ
は，・経済危機が始まる前の1973年以来最高の率であった。こうした伸び率のなかでも，輸
入自動車の4496に達する急増が際立っていることから，自動車関連の総支出が記録したで
あろう増加率は， うえで指摘した登録台数の伸びをさらに上回っているものと考えられ
る。輸送機器にかんする月次データにおいて， 1985年中頃に（需要の）低下が観察される
が，その後，差し迫った価格上昇の徴候を前にした (1985年末の）数力月に強い買いが見
られた。それ以後，全体としてその推移は非常に持続的で， とくに12月には好調であった
が，それは (IVA尊入直前の）この12月に， 消費者の購買決定にたいする前倒し効果の
大部分が集中したからであろう。
一般の耐久財への支出も同じように回復したものと思われる。企業の側からの暫定的な
部門別情報によれば，茶系統 lineamarr6nの家電（テレビ・ビデオ・オーディオ等）の
販売増加が報じられているが， それは， 前年に記録されたマイナスの推移と対照的であ
る。とはいえ， 1985年の耐久財全体の輸入は，自動車を除くと前年の水準に達せず，実質
でー 2彩以下の伸び率を記録した。この年，非常に落ち込んだ状態で始まった耐久財の輸
入は，同年後半に回復し，第I四半期には四半期ベースで大幅にプラスの伸び率を達成し
たが，それも第w四半期までは持続しなかった。 1985年末の数力月間，耐久財の輸入が停
滞したのは，あとわずか数力月で (EC加盟後）関税が低下するので（それを見越して）
購入を遅らせる効果が作用したからであろう。
工業・エネルギー省 MINERの「産業実態調査」によれば， 消費財の受注残高は1985
年下半期に非常に積極的な推移を示し，同年末まで上昇し続けたが，これは，あと数力月
間つづいて民間消費動向が好調さを持続できる， という一般の印象を裏書きしているであ
ろう。家計の名目所得の将来の推移にかんする予測値が1985年よりも大きくなっている以
上，消費が実質的に持続されるか否かは，物価の推移に依存するであろう。もし物価（上
昇率）が一定の目標内に維持されるなら， 1986年の実質的な消費の伸びは前年よりも高く
なるに違いない。
公共消費も国内需要にたいして拡張的な効果を発揮し，実質で約39,るの成長率を記録し
た。国家行政監査局のデータによれば，政府部門全体の消費支出の名目的な伸びは「国民
経済計算」ベースで12.6彩であったが，そのうち公務員の報酬の上昇〔13.7飴〕は，財・
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サービスの購入の伸び〔10.0形〕をかな・り上回った。この報酬の増加は，―-7.5彩増と
推定される民間部門のそれと好対照をなしているが一ー一人当たり俸給が予算枠を超えて
増加したうえに，実質賃金が約396上昇した結果なのである。財・サービズの購入の実質
的な伸びは約1.0形であった（注〕o
1. 2. 2 総資本形成
1985年のスペイン経済の推移のなかで最も目立った特徴は，おそらくプラント投資〔一
般機械と輸送機器の両面で〕の伸びと建設投資の回復であろう。それらは合わすと実質で
ほぼ4.5 51るの成長率を達成し，当分の間は明るい展望を提供するものと思われる。
1985年に総固定資本形成が記録した成長率は， 1974年以来達成されたことがない（最高
の）ものである。 74年以降，スペイン経済における投資フ゜ロセスは， 80年代初頭の短い例
外（たとえば81年の+1.5形）を除けば，年々マイナスの推移をたどったのである。
1985年に見られたような投資決定の回復が一一-GDP成長への寵接的な寄与度はまだわ
ずかだとはいえー＿ー高い投資の伸び率に結びつくのは，投資水準の低さー一国民経済計算
の暫定的な推計によれば， 1984年の GDPのうちわずか751るがプラント投資に振．り向けら
れたにすぎない—ーから説明される。しかしながら，投資の絶対額の水準は比較的低いと
はいえ，この変数（投資）の回復は，スペイン経済が持続的な成長を保証し新しい就業機
会を創出できるように，経済の再活性化を確かなものにするうえで決定的に重要である。
1985年における成長を説明する諸要因のなかに，何よりもまず， 1982年以来一貫した営
業余剰の回復を挙げなければならない。というのも，それによって企業のファイナンスの
大枠が保証されたからである。かくして， 1985年に生みだされた余剰の新たな増加〔4節
をみよ〕は，本来の企業利潤の大幅な上昇に結びついたのである。企業の自己資金がこの
ように増加したために，信用市場にそれほど頼らなくても新しい投資をファイナンスでき
るようになった。
企業が生みだした新しい内部資金を生産的な投資計画のファイナンスに振り向けるにあ
たって，利子率の低下も有利に作用した。なぜなら，こうした資金を金融資産に投下させ
てきた誘因が徐々に弱まったからである。
注〕ここで考察されている公務員の概念は，本章の 3節（雇用）で分析される「労働力
調査」での公務員のそれと一致しない点に留意されたい。もっとも，ここでの推計も，
同「調査」に基づいているのであるが。
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投資の躍進には， 4月に政府が実施したプラントや建設への（投資）促進措置も貢献
した。周知のように，物的固定資産への投資—ただし，年（度）末までに着手され，か
つ最低109,るずつ実行（最長10年で償却）されるもの一ーについては，減価償却の自由（裁
彙制）が確立されたのである。同時に，新設住宅の建設投資むけ租税減免率は15形から17
彩へ引き上げられ，これに並行して，持ち主が通常の住まいに利用している住宅でなくて
もこうした租税優遇措置が受けられるように，これまでのきつい制約が取り除かれた。
これらの積極的な諸要因によって生みだされた有利な環境のもとで生産設備の取り替え
が企てられたが，それらは少なくとも物理的に一ーまた多くの場合，技術的に一ー更新を
必要としながら，これまで投資が沈滞していたために放置されていたのである。こうした
取り替えは，スペインの ECへの完全加盟という事実によってさらに刺激され， またお
そらく繰り上げられもした。 EC加盟は，スイペンの競争上の立場をより強化するために
生産装置全体を近代化する必要性を高めたのである。
公共投資は予算段階での予測を大きくはみ出す17.3形の伸びを示したが〔注〕， これは
一建設（価格の上昇を示す）デフレーターが，他の資本形成項目のそれよりも急速に上
昇した点を考慮に入れると一一実質で約8~95lるの率に相当する。この伸びは，当初の予
算段階での減少と対照的である。事実，この年における公募入札の急増は，以下で示され
るように，建設部門の動向を大転回させた決定要因であるが，それは計画段階よりも拡張
的な公共投資の活動をもすでに暗示していた。最終的な数値は， 公共投資の拡張的な活
動が建設部門のすべての分野に拡がったに違いないことを示している。中央政府（「国」
十国立大学などの自治行政機関）は回復の主要な促進者であり， なかでも「自治行政機
関」の貢献は抜きんでていた。だが，地方行政機関の投資の名目成長率も約12.6彩に達
し，実質でみてもかなり高い〔十45lる前後の〕の成長率に相当する。公募入札の覚書にか
んする手元のデータによれば，地方行政機関のこうした投資の大部分は建設にかかわって
いた。
プラント投資の回復は実質で約1296に相当したが，そうした情報は国内生産や輸入にか
んするいずれのデータにも反映されている。かくて，工業生産指数のなかの「プラント」
の項目は， 1985年全体で95lるに達する高い成長率を記録したのである。そのなかでも輸送
機器と一般機械の伸びは，金属装置・ボイラー類 estructurasmetalicas y caldereria 
注〕この率は， CAMPSAの資産売却効果を除去するために， 1984年の投資額を修正
して得られたものである。 5節をみよ。
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2-5図 フ゜ラントの国内生産〔造船を除く〕
〔19n年=]00年）
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出所〕工業生産指数から独自に作成。
a〕極端な値を修正。
の伸びよりも大きい。
こうしたプラントの国内生産の増加は，当部門の企業連盟からの他の情報においても確
かめられるが，その情報によれば，省エネのための投資化学や石油化学といった部門で
の投資，それに鉄鋼全体の再編にかかわる投資が際立っている。スペイン企業組織連合
CEOEが1985年第m四半期について行った「外部資金，金融コストおよび投資にかんす
る調査」もまた，プラント投資が同年第I四半期に比べて急増したことを示している。し
かしながら，この「調査」は，国民経済計算ベースの投資の推移にかんする指標を提供す
るために考案されたものではなく，またその情報も操業中の企業に限定されている—し
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2-6図企業の実態調査：工業〔a〕
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a〕 3ヵ月の移動平均
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たがって新設の企業による投資は含まれていない一一点を指摘しておこう。
他方，プラントの輸入は，それの総国内生産〔輸出向けを含む〕の伸びを上回る，実質
でほぼ10彩の年率で伸びたが，これはスペイン企業の総投資のなかで輸入プラントのウェ
ートが高まったことを示している。一般機械の輸入増〔実質で12彩〕は，輸送機器のより
ゆるやかなそれ〔4形〕に比べてひときわ目立っている。 1985年第1I四半期からプラント
輸入全体の上昇率が高まっていき，第W四半期には最高潮に達した点を特筆しておこう。
産業用貨物自動車の新規登録台数は1985年をつうじて2296増加し，その増勢は四半期ご
とに強まった。最後に，工業・エネルギー省の調査によれば，投資財の受注残高はその年
末に明らかな回復を示し，年度末には高い契約水準が持続されるに至った。こうした情報
を総合すれば，プラント投資の将来の推移にかんする展望は明るいと言えよう。
建設投資は低い伸び率〔約0.5%〕を記録し， しかもその年の前・ 後半ではっきりと異
なる推移を示した。 1985年前半には，前年にひきつづき活動のリズムは沈滞傾向を示した
が，その後だんだんと回復し，後半には一貫して，前半に比べて実質で5~6彩台の成長
を達成するようになった。
こうした傾向の変化は，この年の初めからすでにプラスの伸び率を示してきた公共事業
投資の力強い加速化と，同年後半における民間の非住宅投資の回復とに起因していた。他
方，全体としてそれほど好ましい展開を見せなかった住宅（投資）は，同年末になってや
っと回復しだしたのである。
分野別にみると，もうこの数年来いつものことだが，最もダイナミックな動きを示した
のは年初から持続的に成長する傾向を見せていた公共事業の部門で， 6~7形台の伸び率
が記録された。
このように有利な展開をもたらした原因は， 1984年後半から現れて85年中も維持された
—もっとも，その勢いはだんだん弱まり，同年の最後には終息の兆しが見えたとはいえ
―公募入札の上向きの傾向に求められる。年率で見ると，公募入札は名目で42彩〔実質
では31;lる〕伸び，なかでも自治州と地方政府の入札が大きな増加率〔それぞれ123%と
85.5彩〕を記録したのに対して，中央政府はずっと小さな伸び〔8.3%〕を記録したにす
ぎない。事業別に見ると，大幅な伸び〔66彩〕を示したのは建設事業で， 土木事業は9.6
9るの伸びにとどまった。
公共建設投資のこうした拡張的な動きに対して，民間（建設）投資は実質でわずかにマ
イナスの成長率〔ー 1彩前後〕を示した。この数値は（しかしながら）これまでの数年間
に比べれば持続的な（民間建設投資の）推移を 1985年の末に見られたその
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2-4表建設にかんする主な指標
〔変化率 ％〕
I 1982 I 1983 I 1984 I 1985 
建設活動の一般的指標
セメントの見掛け消費 0.3 -3.3 - 9.7 1. 7 
建設資材の生産 -4.1 3.8 -3.2 - 3.4 
建設業就業者数〔a〕 - 1.5 -2.9 -12.3 - 5.5 
住宅完工数 3.4 -5.2 -12.3 - 5.2 
建設請負の指標
住宅着工数 - 9.7 i. 7 -12.8 10. 9 
公募入札
時価（名目）表示 34.5 -7.0 8.3 41. 7 
不変価格（実質）表示 20.6 -17.5 - 2.4 31. 5 
建設投資の指標
住宅投資〔不変価格表示〕 (b〕 -5.9 -7. 7 0.3 - 9.3 
公共事業投資〔不変価格表示〕〔c〕 20.0 7.2 -11. 7 4.6 
出所〕 MOPU, INE, OFICEMENおよび BE
り 1984年の数値は，「共同雇用基金」 FECによる雇用効果を修正済みである。（な
ぉ， この「基金」による雇用効果については，•「スペイン経済： 1984年」（近
刊）第3節冒頭の脚注を参照されたい。訳者）
b〕住宅着工数と平均18カ月の建設期間から推計した。 (18カ月のうちデータが）
入手できる最終の月は10月。
c〕公募入札額〔不変価格表示〕と施工期間による同入札額の按分値から推計した。
大幅な回復を考慮に入れれば一ーあらわしていると言えよう。
民間投資のなかで，生産的投資の躍進に刺激されて比較的好ましい推移を示したのは，
非住宅向け建設投資であった。 ところで， この生産的投資は一上記の CEOEの「調
査」によれば一-生産能力の拡張よりもむ・しろ合理化ないし技術改良の動機に従っている
とはいえ，建物や（土木）事業への投資も伴わざるを得ないのであって，そうした投資は，
この「調査」のデータによると， 1984年と85年をつうじて実現された全投資の30彩前後を
上下していた。しかしながら，この「調査」では，企業の側での土地の購入も投資に計上
されており，さらに新設の企業は調査対象に含まれていない点を想起されたい。したがっ
て， うえの数値は，必ずしもすべてを代表するものとは見なし得ないのである。
民間の非住宅建設は1985年全体で2.5彩台の伸ぴを記録したものと推定されるが，その
年間の推移を見ると，年初の数力月間ある程度の後退を示した後に，下半期には大きな回
159 
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2-7図 建設投資総額の指標と各構成要素の寄与率
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復が見られた。上記の CEOEの「調査」と工業（エネルギー）省の実態調査は，民間投
資のこうした動きをつうじての回復とその年間の推移とを裏書きしている。
住宅部門については，着工戸数が上向きの推移を示したにもかかわらず，その活動のリ
ズムはマイナスの値を記録した点を指摘しておこう。そうした乖離が生じた理由は，住宅
建設に要する長い期間〔15~18カ月〕と工事の遂行がエ期の最後の半年前後にひどく集中
する点に求められる。それゆえ，ある年に実行される建設投資の載を決めるには，その年
よりもむしろその前の年に着工された戸数に着目するほうがより適切であろう。
こうした点を考應したうえで，住宅投資はほぼ一 5.5形の成長率を記録したものと推定
されるが，その年間の推移を見ると， 1985年上半期にひどい後退を示した後，徐々に持ち
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2-8図公募入札による建設事業
〔季節調整値の時系列とその趨勢〕
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直して同年末の数力月にはすでにプラスの伸び率を持つようになった。
住宅部門の活動が（全体としては）このように下向きに推移したにもかかわらず，着工
戸数の好ましい動向のゆえに，この部門をとりまく状況もかなり改善されたと言える。
投資の回復に貢献した既述の一般的な諸要因の他に， とくに住宅（投資）の場合は，前
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2-5表住宅建設にかんする主な指標
〔変化率 ％〕
1982 1983 1984 1985 
住宅着工数 - 9. 7 u -12. 8 10. 9 
助成なし住宅 -11. 6 1.0 -12. 7 0.4 
助成付き民間住宅 - 1.0 - 5.8 - 2.4 6.5 
助成付き公共住宅 -36.6 50.4 -52.0 103.9 
住宅完工数 3.4 - 5.2 -12. 3 - 5.2 
助成なし住宅 -10.5 -11. 6 -25.9 - 7.5 
助成付き民間住宅 9.8 -6.8 7.6 - 5.8 
助成付き公共住宅 94.1 38.5 -47.8 10. 8 
建築確認申請件数 - 4.3 - 3.9 -19. 8 30.6 
建築確認件数 4.5 -12. 6 -10. 6 15. 7 
出所〕 MOPU. 
に触れた租税減免による大きな優遇措懺に加えて，「都市における賃貸契約に関する法令」
に裏付けられた刷新—それは， 不動産市場における契約の弾力化をねらっている一
と，「4カ年計画」によって大幅に緩和された融資条件を挙げなければならない。他方，
金融資産の課税（基準）が修正され，また確定利付き証券の収益性が低下したために，富
を維持する手段としての住宅にたいする需要が展開されるようになった。 こうした需要
は，その販売促進に貢献しただけでなく，完成ーした住宅のストックを減らして業者に着工
のリズムを高めさせたのである。そうした着工戸数は，民間住宅では496の伸びにとどま
ったのに対して，公共住宅では前年の2倍に達した結果，住宅の全着工数は151るの伸びを
記録したが，これは， 1986年における住宅投資の大幅な増加を予想させる。 ． 
在庫変動について，工業・エネルギー省の「産業実態調査」によれば， 1985年前半に生
じたと思われる完成品の積み増しに続いて，その後，それの大幅な減少が発生し， とくに
同年末の数力月には激減した。こうした推移は， CEOEの既述の「調査」でも同年第Il四
半期について確認できる。年末におけるそうした在庫の減少は，国内需要のいろいろな項
目がその年の深まりとともに急増していったことと関連がある一＿ーなぜならその需要の根
強さから見て，それが生産の即時的な対応でもって賄われたとは考えにくいから一ーとは
いえ，数載的なデータが欠如しているために，総資本形成のなかの在庫変動について評価
するのは非常に困難である。このような推移から判断して，その年の末頃に存在したいく
つかの期待ー一たとえば， IVAが尊入されると過渡的な制度の適用が余俄なくされ，
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2-9図住宅の着工と売却
〔1978年第I四半期=100〕
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出所〕 Encuesta Asociaci6n de Promotores y Constructores 
espafloles. 
そうした制度に大抵の場合は随伴していた租税面の優遇措懺によって在庫の積み増しが生
じるであろう， といった期待ーーは誤りであったと言えよう。
このような状況からみて，＿農産物の在庫変動が1985年には最的に重要でなかったこ
ととも相まって一ーその年の総投資にたいするこの在庫（変動）の貢献は，事実上ゼロで
あったと推定される。他方，同年末の数力月に工業製品の在庫が激減したことから，この
変数（在庫投資）は， 1986年には通常の在庫更新過程をつうじてプラスの貢献をするもの
と期待できる。
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2-6表在庫投資にかんする主な指標
年平均
1984 1985 
＇ 
半
?
均
1984 
上半期 I 下半期
平
1985 
l下半期
数量指標
観光部門〔a〕 0. 7 -4. 8 … 
他の輸送機関〔a〕 - 3.3 - 2.81 .. 
鉄鋼(a〕 - 6. 5 1. 1 … 
セメント〔a〕 -o. 4 -2.1 I… 
企業の実態調査〔b〕
工業全体 10 9 1 
消費財 18 14 19 
投資財 ー 1 -5 -5 
中間財 10 1 10 
バルセロナ商工会
議所の調査〔c〕
完成品
原材料
????．． ??????．．?? 1. 35 
1. 30 
， 
16 
-16 
10 
1. 34 
1. 33 
13 
16 
- 3 
18 
1. 41 
1. 28 
???
ー
1. 31 
1. 28 
出所〕 MINER, ANFAC, UNESID, Ministerio de AgriculturaとCamarade 
Comercio de Barcelona. 
a〕前年の生産高にたいする在庫変動の比率（％）。
b〕在庫が「通常以上」という回答の形と「通常以下」のそれ（形）とのヒラキ。
c]当該在庫を生産するのに必要な平均月数。
2. 生産
スペイン経済全体の付加価値は， 1985年に実質で2.0飴増加した。前年の伸びにごくわ
ずかに劣るこうした成長は，農業部門の非常に弱い貢献と，サービス産業の持続的な伸び
と，工業諸部門ー一基本的には建設部門で，そこでは数年来の後退に歯止めが掛けられた
一の回復をつうじて達成された。
第一次産業全体では，農漁業・食温省の暫定的な情報によると，実質で2.0 5lるの成長が
記録された。この成長率はささやかではあるが，例外的に高い成果をもたらした年（第一
次産業の生産の伸びが実質で10.0形に達した1984年）に続いているために，この部門にと
って1985年は良い年であったと評価できる。こうした成長の大半は農耕の伸びに対応して
いる。というのも，牧畜は依然として停滞しており，漁業もかなり後退したからである。
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農業における最終生産の成長率は 3.1%であるが，とりわけ目立って伸びたのは柑橘類
と果物一般の収穫で，綿花，ぶどう酒，食用油などの伸びはそれほどではなかった。もっ
とも， このぶどう酒と食用油の場合にそう言えるのは， 1984~85年の収穫期に対応する
一通常の算定基準にしたがって 2年目の 1985年に計上された~産についてであっ
て， 1985~1986年の収穫期に対応する生産は，両産物とも大幅な減収が見込まれるであろ
う。最も大きな減収は，いくつかの穀類ーーそのなかで，小麦からトウモロコシ・大麦ヘ
2-10図 工業生産指数と産業用電力消費指標
季節調整値の時系列とその趨勢〔1972年=100〕
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出所〕 INEのデータから独自に作成。
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の継続的な代替過程が際立っている一ーとジャガイモ，そして特に砂糖大根に見られる。
牧畜における最終生産は，乳製品生産が増加した〔2形〕ものの食肉生産がわずかに縮
小した〔ー 1彩〕結果，停滞していた。他方，漁業は， 9月までのデータによれば約3形
の生産減を示しているが，その原因は，鮮魚の漁獲高の減少〔ー 6形〕と養殖による生産
高の減少〔ー11形〕に求められる。これらの生産減は，冷凍魚の陸揚げの増加〔3形Jに
よって相殺できなかったのである。
工業〔建設業を除く〕は，前年を上回る付加価値への貢献を示し，その成長率は実質で
2.2%と推定される。
こうした推計を可能にする基本的な指標は工業生産指数〔IPI〕であるが， この指数は
1985年全体をつうじて 2.2形の率で上昇したのである。 IPIのデータによれば，工業活動
は全体として，その年をつうじて明らかに異なった動きを示している。すなわち—季節
調整済みのデータに基づき，かつ常に直前の半期(6カ月）と比較した半期ベースの集計値
を用いて一ー要約すると，同年上半期にはわずかにプラスの伸びしか見られなかったが，
下半期には年率に証すと 5彩を超える成長が生じたのである。これは，前節で述べた最終
需要の推移と軌を一にしている。しかしながら，分析を四半期ベースに深めると IPIは，
手元の他の情報や経済の他の分野の推移とは容易に合致しない側面を呈するのである。こ
の四半期の指標によれば，同年第1四半期に工業生産の大きな伸びがあり，続いて第I四
半期には低下が生じたが，その四半期ごとの変化率は，季節調整をほどこし年率に換算す
るとそれぞれ65lる台と一 4形台であった。そうした推移は産業用電力消費の指標の動向と
は正反対で，これらの変化率は，絶対値はほぼ同じだが符号は逆の一 5形台と 5%台であ
った。ちなみに IPIから不規則要因を除いて推計をやり直すと，上記の変化率はそれぞれ
虚と 4形になることを指摘しておこう。このような（あやふやな）状況下では， IPIの
季節調整済み時系列の短期的な変動に重要な意味を付与するのは許されないように思え
る。そして，上記（四半期）の数値を集計して得られる年間の指標の実際の代表（有効）
性についても，慎重に扱うのは根拠のあることだと言えよう。こうした慎重さは，スペイ
ン経済の分析にたずさわっているいろいろな研究機関からも繰り返し表明されてきた。
工業生産指数 IPIを財貨の経済的な用途によって分類した 2:_ 7表において， プラン
トは他の諸項目よりも高い伸びを示したという一―—すでに前節で述べた一ー事実が観察さ
れるが，これは数年来のマイナスの推移とまさに対照的である。 この数値 (9.0形）はお
そらく低めに算定されているであろう。というのも，コンピュータ製造のような急速に拡
張している部門に属するいくつかの工業製品がまだ IPIには含まれていないという周知
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2-7表 工業生産指数の変化率［建設業を除く〕
〔1972年ベース〕
1983 1984 1985 
総合指数 2. 7 0.9 2.2 
エネルギー〔10.3形〕 3.5 1.8 4. 1 
固体燃料の掘採と加工 0.9 - 0.8 1. 3 
石油掘採 94.1 -24. 7 - 6.8 
石油精製 0.6 8.0 1. 5 
放射性鉱物の掘採 18.5 18. 7 -10.8 
電気・ガスの生産 2.9 3.0 5.6 
非エネルギー鉱業と化学〔21.2%〕 1. 3 3.3 0.3 
非金属鉱物の掘採と加工 3.4 22.0 - 3.8 
金属の生産と一次加工 2.1 4.5 1. 5 
非エネルギー非金属鉱物の掘採 - 0.2 8. 7 - 5.9 
非金属鉱業 1.0 - 5.6 - 5.4 
化学工業 0.5 4.9 2.5 
金属加工・精密機械〔24.2飴〕 u - 2.? 4.5 
金属製品製造〔一般機械と輸送機器を除く〕 0.4 - 7.5 2.3 
一般機械・機械設備製造 - 9.9 2.5 9.2 
事務用機器製造 -15.5 -15.6 -16.8 
電気機械・機材製造 - 6.4 4.1 - 0.4 
電子機器製造〔コンピュータを除く〕 8. 7 1. 6 9.2 
自動車製造 21. 9 1. 5 8.6 
造 船 -37.3 -49.4 4.6 
その他の輸送機器製造 27.3 -14.4 -22. 7 
精密機械・光学器具などの製造 0.0 - 2.3 6.2 
その他の製造業〔44.3%〕 3.2 1. 2 1. 4 
食料・飲料・たばこ 6.8 0.9 4.7 
繊維工業 2.7 - 2.9 4.5 
皮革製造業 3.4 1. 3 - 0.8 
履物・衣服・ その他の繊維製品製造業 - 2.9 - 3.9 - 0.9 
木材・コルク製造業 - 1.8 - 4.7 - 8.1 
紙• 印刷・出版業 7.4 7.3 - 2. 7 
ゴム・プラスチック製品製造業 0.2 3.8 5.1 
—以上，製品の産業別分類ー一
消費財〔35.8~る〕 6.3 0. 1 1.2 
食料・飲料・たばこ 6.8 0.9 4.7 
その他の消費財〔工業製品〕 6.0 - 0.2 - 0.6 
プラント (14.1%〕 - 5.1 - 2.9 9.0 
167 
168 闊西大學「紐清論集」第39巻第1号 (1989年4月）
1983 1984 1985 
金属装置・ボイラー類 -4.4 - 9.8 4.8 
輸送機器 -7.9 -20.6 9.5 
一般機械•その他 -4.1 6.5 9.8 
中間財〔50.1%〕 u 2. 1 1. ~ 
エネルギー 3.5 1.8 4.1 
建設資材 3.9 - 3.2 - 3.4 
非エネルギー抽出産業と化学 0.9 6.1 1. 2 
その他の中間材 0.4 1.0 1. 7 
ー一以上，製品の用途別分類—
出所〕 INE. 
の事実があるからである。
建設部門の付加価値には，投資を分析した際に述べた点とも一致するが，趨勢の変化が
見られた。つまり，数年来のマイナスの推移が終息し，回復の過程が始まったのである。
こうした動きは， 1985年全体としてプラスの成長率をもたらすには至らなかったけれど
も，前年における累積的な低下〔ー3.5%〕をゼロに盛りかえしたのである。
これまでの趨勢からのこうした訣別は，セメントの見掛け消費にも建設部門での就業者
数にも現れている。もっとも，この両変数の推移を年率でみれば-―ー前者のプラス 1.7 % 
の伸びに対し，後者のマイナス 5.5%の低下という—ひどい食い違いが観察されるが。
建設部門の付加価値（雇用）が建設投資〔あるいは最終生産〕と並行して増加しなかっ
た理由は，ひとつには回復のかなりの部分が非住宅建設—そこでは，相対的に中間財が
より集約的に投入され， したがって生産単位当たりより少ない付加価値しか生みだされな
ぃ—に依存していた点に求められ，またひとつには工事の開始が同年末期にひどく集中
していた—しかも，いかなる工事であれ建設の初期段階では最終段階に比べてつねに中
間財がより集約的に投入されるという事実が存在する一一点に求められる。
新規（建設）契約の指標に見られる好調な動きは，すでに前に触れたが， 1986年にも回
復過程が持続することを示唆している。かくて，着工戸数の好ましい推移は，投資過程の
囀性にかんして存在する期待とも相まって，民間建設投資の大幅な増加を示しているの
である。他方， 1985年の（公募）入札に見られた増大は，公共投資も上向きに推移するこ
とを予期させるであろうが， しかし，原則としてこのことは， 1986年の国の予算における
投資額の大幅な減少とは相容れない。しかしここで，国の投資は依然として公共投資の非
常に重要な部分ではあるものの，それは公共投資の唯一の源泉ではない点も考慮しなけれ
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2 -11図 セメントの見掛け消費と建設業就業者の趨勢
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ばならない。自治少Mや地方政府（公共団体）の投資ーーそれらの予算にかんする情報は手
元にないが—も，公共投資の他の重要な部分を構成しており，さらにそのうえにヨーロッ
パ (EC関係）機関の側から実行されうる公共投資への貢献ーーたとえば AES(経済・
社会協定）から予想される貢献ーーも付け加えなければならないであろう。
いずれにしろ， 1985年における建設部門の活動状況からみて， たとえ公共投資の低下
が，同年後半に期待される成長にマイナスの影響を与えうるとしても，本年 (1986年）は
プラスの年間成長率が達成されるであろう。
1985年にサーピス部門で生みだされた付加価値は， 1984年と非常によく似た実質成長率
〔2.1形〕を記録した。こうした成長には，政府部門の無償（非売）サービスの伸びが大
いに貢献しているのに対して，民間サービスは全体として 1年前に比べて伸び率をわずか
に低下させた。
民間サービスの付加価値の伸びは，前年のそれより少し低く，実質で 1.7形であった。
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この成長率は，一ーその部門での雇用が， 1984年に l.296低下したのに，1985年には事実上
維持されてきた以上ーー就業者一人当たり見掛け生産性（上昇率）のかなりの鈍化を含意
している。こうした生産性の推移は，この数年らい進められてきた技術革新と集中化のフ゜
ロセスがそれほど進捗しなかったことと関連しているであろう。サブ・セクターごとに見
ると，通信，海運，そして商業のより好調な進展が際立っているのに対して，旅客数が減
少した航空運輸と，宿泊者が6%減少したホテル業は，もっとも不振をかこっていた。
3. 雇用
労働力調査〔 2-8表〕によれば， 1985年にスペイン経済全体で4万5,000人の雇用の
純増が生じたが，それにもかかわらず，労働力人口の増加がその雇用増を上回った結果，
失業は増え続けた。同年第IV四半期に失業は293万4,000人の水準にあり，これは労働力人
口の22%に相当する。
雇用が10年間も絶え間なく減り続けた後に， 1985年のデータはやっと状況が変化したこ
とを示しているようである。 こうした変化をもたらすうえで決定的な役割を果たしたの
は，一方ではその年に 11万4,000の新しい就業機会をつくりだした政府部門であり，他方
では 8万4,000の雇用を創出した民間（個人）サービスであった〔 2-9表〕。経済の他の
部門では，雇用の推移は依然として下向きであった。実際，就業者数の減少が長期的な趨
勢となっている農業部門では， 10万2,000人の雇用減が生じたが，この数字は前年のそれ
を大幅に上回っている。工業では就業者数の低下傾向が鈍化し，ついに1985年後半にはそ
の水準が安定するに至ったが， しかしその年全体をとれば依然として〔差引〕 5万の就業
2-8表労働力人口の推移〔a〕
単位：千人
絶対数 増 減
1985 1981 I 1982 I 1983 I 1984 I 1985 第IV四半期 〔bJ
16歳以上の人口 28,036 244 350 283 311 327 
労働力人口 13,346 59 182 109 18 118 
就業者数 10,315 -288 - 70 - 89 -301 45 
縁辺労働力 97 - 21 5 - 1 1 8 
失業者数 2,934 368 247 199 318 65 
非労働力人口〔兵役など〕 14,690 185 168 174 293 209 
出所〕 INE 
a)数値は，各年の第1V四半期のものである。
b〕FECの厘用効果紹疹正済み゜
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2-9表雇用の推移
単位：千人
絶対数 増 減〔a〕 変化率彩
w198四5年半第期 1982119831 t悶11985 1982 I rn8s I E閉j11985 
1. 全雇用者 7,238 - 25 -m -256 159 -0.? 
農業部門 516 18 -36 - 12 14 -0. 6 
部非農門業を部除門く〕〔政府 5,479 - 92 -141 -273 31 -1. 6 
工業 2,278 -102 - 69 -106 -21 -5.3 
建設業 545 -41 -40 -56 - 12 -1.5 
個人サービス 2,656 51 -32 -111 64 2.0 
政府部門サービス 1,243 49 50 29 114 4.6 
2. 非雇用者 3,on - 44 38 - 45 -114 -2.4 
農業部門 1,209 - 16 - 6 - 56 -116 -3.6 
非農業部門 1,868 -28 44 11 2 -1.4 
工業 279 -25 32 1 -29 -0.8 
憲設業 217 6 13 2 
サービス業 1,372 - 7 - 1 8 
3. 総就業者〔3
=1+2〕 10,315 - 69 - 88 -301 
農業部門 1,725 2 -40 -68 
部非農門業を部除門く〕〔政府 7,347 -120 -98 -262 
工業 2,557 -127 -37 -105 
建設業 762 - 36 - 27 - 54 
個人サービス 4,028 43 -34 -103 
政府部門サービス 1,243 49 50 29 
出所〕 INE 
a〕数値は，各年の第w四半期のものである。
b〕FECの雇用効果釘疹正済み゜
11 -1.5 
20 0.1 
45 -1.2 
-102 -2.8 
33 -1.6 
-50 -5.6 
- 1 -1.5 
84 1. 3 
114 4.6 
-1.5 -2.? -0.3 
-0.5 -6.3 5.5 
-2.4 -3.5 -2.1 
-3.3 -3.5 -3.1 
-5.5 -7.0 -8.7 
-0.7 -2.6 0.3 
3.1 3.1 6.3 
0.4 0. 1 -3.1 
-0.3 -2.8 -5.8 
0.9 2.2 -1.2 
6.1 5.1 -6.2 
7.4 2.0 3.9 
-1.1 1. 6 -0.8 
-0.9 -1.9 -1.1 
-0.4 -3.7 -2.8 
-1.6 -2.1 -1.9 
-2.4 -2.6 -3.5 
-2.9 -5.0 -5.5 
-0.8 -1.2 -0.1 
3.1 3.1 6.3 
機会が失われたのである。また1985年末の建設業の就業者数は，前年第W四半期と事実上
同じであった。
農業部門では，この数年来どうやら失業の発生要因が弱まってきていたのに， 1985年に
再び雇用水準の大幅な低下〔年間10万2千人〕が見られた。農業の就業者が系統的に減少
した原因の一部は，経済危機以前の数力年にわたり農村から都会へ（若い）人達が移動し
てしまった結果，スペインの第一次産業では労働力人口が相対的に高齢化した点に求めら
れる。こうした高齢化の修復は遅々として進まず，たとえば1976年にまだ農村に55歳以上の
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働き手が50万人も存在した〔これは，この部門の労働力人口の20彩に相当した〕が， 1985
年になっても依然として30万人も残っていたのである。それゆえ， 1985年の農業における
雇用の減少はこの（高齢者の引退）プロセスによって部分的に説明できる。
しかしながら，農業における労働力人口が実際にすべての年齢層にわたって大なり小な
り減少したことからも分かるように，この数年来の雇用の低下のすべてがそ、うした現象に
よって説明できる訳ではない。さらに，近年〔1985年も含む〕雇用が大幅に減少した理由
は，就業者数の減少がこれまで非常に強かった〔農業での雇用は， 1960年から1984年まで
の期間に累積（複利）的に 3.8形の年率で減っていった〕にもかかわらず，まだそれだけ
ではスペインの第一次産業に依然として存在する，他の先進諸国に比べて過剰な働き手を
解消するのに不十分であった点にも求められる。実際， 1985年にスペインの農業は，経済
全体の雇用の17%を占めていたが，この比率は EEC諸国の平均では8%を割っているの
である。かくして，近い将来においても第一次産業は，経済の他の部門へ働き手を提供し
続ける要因になるであろう。
非農業部門〔政府部門も除く〕一一つまり，工業，建設業，そして民間のサービス業を
あわせた部門ーーでは， 7年間も絶え間なく雇用が減少した後に，やっと1985年に就業者
数が3万3,000人増加した〔2-9表と 2-12図〕。前にも指摘したように，こうした趨勢
の変化を決定づけた要因は民間のサービス業における就業機会の純創出であって，それは
工業での雇用の減少と建設業でのその停滞を十二分に埋め合わせたのである。しかしなが
ら， 1984年に（四半期毎にますます）ひどく就業者数が減っていったために，こうした改善
（前年第w四半期比で3万3,000人増）も1985年の年間成長率には反映されなかった。実際，
1985年央に底をうった雇用は年末には（前年末よりも）絶対数で増加したけれども，これら
の部門の就業者数は年間をならすと前年比で1.9彩減少し，また雇用者数も同じく2.196低
下した。しかし，このようにひどいマイナスの成長率にもかかわらず， 1985年中頃から非
農業部門での雇用の減少に非常にはっきりとした鈍化傾向が見出されるが，これは，すで
にその年の初めに就業機会の消滅〔雇用のマイナスの変化で近似される〕が就業機会の創
出〔同じくプラスの変化で近似される〕を下回っていた点とも符合する。特に，こうした
プロセスは民間（個人）サービスにおいてとりわけ顕著であった〔 2ー 13図〕。
1985年後半に工業における雇用の減少に歯止めが掛けられたとはいえ，その年全体では
工業で5万の就業機会が失われたが，この数は， 1984年に記録された数の半分に相当し，
また 1983年のそれを少し上回っている。変化率でみれば， 工業における就業者はその年
に3.5彩減少し，そのうち雇用者は3.1形減った。雇用の減少は金属加工部門に集中した
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就業者
出所〕 INE 
一 4四半期の移動平均
-…季節調整値の時系列
2 -12図雇用の推移〔a〕
a〕FECの雇用効果紹参四斉み〇
単位：千人
雇用者
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2-13図 非農業部門〔政府部門を除く〕の雇用者の変動
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2 -10表工業における雇用の推移
単位：千人
絶対数 増 減〔a〕
w198四5年半第期 1981 I 1982 I、1983I 1984 I 1985 
工業 2,557 -173 -127 -37 -105 -50 
エネルギー・水道業 143 - 9 7 - 3 - 3 1 
非エネルギー鉱業と化学 336 - 5 - 32 1 - 32 - 2 
金属鉱業 12 2 - 1 - 4 1 1 
非金属鉱業 23 2 - 3 - 2 - 3 ゜建設資材（窯業・土石） 141 - 14 - 10 - 6 - 19 - 5 化学工業 160 5 - 18 13 - 11 2 
金属加工 826 - 76 - 28 2 - 18 -45 
鉄鋼業 73 6 - 4 - 6 2 - 6 
一般機械製造 362 - 49 - 6 5 - 20 -30 
電気機械・機材製造 162 - 14 - 16 - 5 12 6 
輸送機器製造 229 - 19 - 2 8 - 12 -15 
その他の工業 1・, 252 - 83 - 74 -37 - 52 - 4 
食料品製造 385 - 4 - 19 10 1 23 
繊維•履物製造 420 - 50 3 -29 - 42 -10 
木材・コルク・家具製造 187 - 17 - 21 - 9 12 -17 
紙• 印刷・出版業 123 - 2 - 17 - 1 - 14 - 8 
ゴム・プラスチック製品製造 86 - 8 - 13 - 2 - 13 ， 
その他の製造業 51 - 2 - 7 - 6 4 - 1 
出所〕 !NE 
a〕数値は，各年の第w四半期のものである。
〔2-10表をみよ〕が，その原因は一般機械〔溶鉱・圧延 fundici6n,forja, 金属装置・ボ
イラー類，非電気機械など〕と輸送機器〔造船における雇用の低下による〕の不振に求め
られる。「その他の工業」では，食料品製造業とプラスチック製品製造業で就業者数が急増
したのとは裏腹に他の分野では少なからず減った結果， 雇用のわずかな減少が記録され
た。エネルギー・水道および鉱業・化学の諸部門では，雇用は事実上変動しなかった。こ
れまでのようなひどい雇用の減少が近い将来にも工業部門で続くとは思えない。実際，一
方でようやく 1985年後半に，この部門の雇用の低下に1977年以来初めて歯止めが掛かり，
他方ではすでに工業の就業者数が非常に低い水準に達している一~つまり，この部門での
雇用者はたった 227万8,000人で，生産年齢人口全体の896にすぎない一ーからである。
建設業では，雇用の減少がとくに激しかった数力年の後， 1985年全体をつうじて就業者
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数は安定的に推移した。附用の時間的な変動を季節調整値で見てみると，同年前半にはそ
の減少が続いたが，後半には就業者数が増加するようになった。さらに，雇用者（賃金労
働者）から非雇用者（自営業主や家族従業者など）への移行過程一ーこの数年来それは，
建設部門における雇用の推移を特徴づけてきた一ーが1985年にも引きつづき進行した点を
指摘しておかねばならない。実際 1977年末以降，雇用者が49万人減ったのに対して，非
雇用者は3万8,000人増えたのである。かくして，建設部門において雁用者が就業者全体
に占める割合は， 1977年の8596から1985年には72形に低下した。こうした現象をもたらし
た原因は，企業家の側がそれぞれの賃金をベースにして個別に労働者と契約を結ぶのをや
めて，代わりに一定の仕事批を遂行するにあたり総（請負）代金をベースにして労働者団
体と契約を取り交わすやり方にますます頼るようになった点に求められる。もっとも，こ
の現象には，そうした建設（請負）方法に潜在するある種の経済（合理）性が反映されて
いる点も否定できない。
民間のサービス部門では雇用の推移により顕著な趨勢の変化が見られ(2-11表をみよ〕，
また1985年に非農業部門〔政府部門も除く〕の就業者数を上昇させたのも民間サービス部
門であった。この年に民間サービス業の雇用は8万4,000人増加したが，これは前年に記
録された 10万3,000人の減少と対照的である。雇用の増加は，商業，ホテル業，消費財修
理業，通信業，そして事業所向けサービス業の分野に集中していた。輸送部門と個人向け
サービスでの就業者数は減少した。もっとも，後者の場合の減少はもっばら家事サービス
業の縮小に起因している。というのも，民間レベルの保健・ 衛生や教育では雇用が増えた
からである。労働力調査 EPAによれば，金融サービスの部門の就業者は1985年に2万人
増えたが， しかしこれは現実に照応しているとは思えない。民間銀行と貯蓄金庫の雇用に
かんしてスペイン銀行が集めたデータによれば，そうした増加は生じていないのである。
このように食い違った動向があらわれた理由は， EPAではこの部門の雇用を現実の水準
よりも低く算定していたために，「調査」にあたって実際に存在する就業者数を近似する
際に統計的な効果（誤差）が顕在化して，雇用の増加が記録された点に求められる。民間
サービス業における雇用は，この数年来でもっとも減り方が小さかった（というより，端
的に言って増加した）とはいえ，全般的な状況の変化によって最も速やかに影孵されるが
故に，大幅な変動を示している点を指摘しておかねばならない。 1981年や1982年のように
雇用が増えた年の後に， 1983年や 1984年のような雇用減の年が続いたのである。それゆ
ぇ，サービス業において趨勢が変化したのだとか，将来も雇用の純創出過程が絶え間なく
続くであろうとか，断言することは出来ない。
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・ 2 -11表 民間サービス業における濯用の推移
単位：千人
絶対数 増 減〔a〕
IV198四5年半期第 1981 1 1982 I 1983 11984 〔畔 1985
民間サーピス業全体 4,028 43 
商 業 1,433 -22 
ホテル業 484 36 
修理業 191 ー 1
運輸業 497 -17 
通信業 119 5 
金融業 267 ゜事業所向け補助的サービス 173 18 個人向けサービス• その他 864 23 
出所〕 INE 
aJ数値は，各年の第W四半期のものである。
b〕FECの雇用効果糾参正済み゜
43 -34 -103 84 
-27 - 6 - 49 25 
- 2 2 5 19 
5 -18 - 15 21 
-11 -22 ， - 3 
8 - 8 2 15 
16 -10 _: 11 20 
6 8 - 3 15 
48 20 - 41 -28 
政府部門は，経済危機の間もかなり重要な就業機会の純創出をもたらした唯一の分野で
ある。そうした現象の重要性を評価するには次の点を指摘するだけで十分であろう。すな
わち， 1977年から1985年までの間に政府の雇用は一ー40彩増に相当する一35万人以上も
増加したのである。かくて，公共の雇用は，就業者の減少と失業者の増加を緩和するうえ
で決定的な役割を果たした。政府部門におけるこの就業機会の創出のうち3分の1にあた
る11万4,000人分は1985年に生みだされたが，これは1984年の平均（雇用者数）にたいし
て6.3%の伸びに相当する。この雇用増のうち， 6万3,000人は政府の一般サービスに対
応しており， 4万8,000人は公共の教育と保僣じ衛生に半々の割合で対応している？すで
に述べたように，こうした公共の雇用増は，スペイン経済の総就業者数を上向きに推移さ
せた大きな要因であった。というのも，民間の非農業部門での雇用増は，農業部門で生じ
た雇用減を相殺するには不十分であったからである。
現在，労働力調査によれば， 100人の雇用者のうち17人が政府部門で働いている。しか
し，広義の公共部門になんらかの形で依存している労働者はもっと多いことを指摘してお
かねばならない。実際，上記の「調査」によればさらに， 3万7,000人の公共部門の雇用
者が農業に，同じく 22万人が工業に， 3万2,000人が建設業に，そして 30万人が販売用
（有償の）政府サービスの分野にそれぞれ存在するのである。かくして，全体では 183万
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2-12表槻察された平均生産性の推移
変化率僚分
19平80~均84年 1980 1981 1982 1983 1984 1985 
全体 3.4 4.9 2.6 2. 4 3. 1 4.2 3. 1 
農業部門 6.5 16.8 -5.4 4.2 4.4 14.2 4.9 
非農業部門 2.9 3.1 3.2 2.1 3.1 3.2 3.9 
工 業 4.8 4.1 4.6 5.3 5.0 4.2 5.9 
建設業 3.4 5.3 6.2 2.6 1. 4 1. 6 5.8 
サービス業 1. 5 1. 7 1. 5 0.1 2.0 2.4 0.8 
出所〕 INEとBE
3,000人が公共部門で働いており， これはスペイン経済の全雇用者のほぼ4分の1に相当
する。
雇用が増加したために，スペイン経済の一人当たり平均生産性の伸びは， 1984年の4.2
彩から 1985年には一一直前の5年間の平均を少し下回る一3.1彩へ低下した (2-12
表〕。生産性の伸びが低下した基本的な原因は農業に求められる。なぜなら農業以外の部
門でのその伸びは， 1984年の3.2彩から1985年には3.9劣へ高まったからである。工業にお
ける雇用の減少は，そこでの付加価値の増大とも相まって，その部門の見掛けの生産性の
大幅な上昇を引き続いてもたらしたので， 1985年の伸びは直前の5年間の平均を大きく上
回るに至り一ー1980年~84年の期間の4.8彩に対して， 1985年には5.9彩になった―っ
いに経済危機以前の時期に記録された伸びに近づいたのである〔ちなみに， 1971年から
197峠の期間の年平均上昇率は6.3彩であった〕。建設部門における生産性の上昇は1985年
に5.8彩であったが，これも1980年以来記録されたことがない非常に高い伸び率である。
最後に，民間も政府も含めたサービス部門における雇用の創出は，その部門に非常にささ
やかな生産性の伸び〔1985年に0.8%〕をもたらした。
これらの見掛けの生産性の上昇は，なによりも当該諸部門における雇用の平均的な動向
を一さらに言えば， 1985年をつうじてib好調であった雇用の動きよりもむしろ1984年
後半における雇用の下向きの推移を一ー反映したものである点を強調しておかねばなら
ない。このような意味で，就業人口の下方調整がどうやら完了しつつある以上，これまで
にいくつかの部門で見られたような生産性の大幅な上昇を，将来も期待することは出来な
い。サービス業の生産性の伸びはかなり低かったが，これはそこでの雇用のより好ましい
動きを反映している。もっとも，この場合，見掛けの生産性の測定値は他の諸部門のそれ
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と厳密には比較できない。なぜなら，そこには政府部門の雇用が高いウェートを占めてい
るからである。
雇用は増加したけれども，それによって失業が1985年に6万5,000人増えるのを阻止さ
れた訳ではなかった。その理由は労働力人口の増加が雇用増を上回ったからである。雇用
の低下が労働力人口の減少によって部分的に相殺された時期が数力年あったが， その後
1980年以降，労働力人口は絶え間なく増加するようになり， 1982年と1983年には失業を増
やす最も大きな要因になった。雇用が激減した年である1984年には，労働力人口の伸びは
比較的小さかったので， 失業量の増加と雇用量の減少は， ほぼ同じような推移をたどっ
た。 1985年には，すでに述べたように，労働力人口は再び大幅に増え始めた。こうした労
働力人口の動きの背後には，生産年齢人口の増加〔それはまだ依然として非常に強い〕の
ほかにも労働力率（労働力人口／生産年齢人口）の上昇，という事情が存在する。この二
つの現象によって将来も労働供給はある程度押し上げられるかも知れない。
実際には， 1980年以降，労働力率は〔1980年の48.5彩から1985年の47.6%へ〕低下した
けれども，この低下は（生産年齢）人口の増大を相殺するには不十分であったために，労
働力人口は年平均10万人のペースで増加した。こうしたグローバルな労働力率の動きは，
労働市場への参入や退出の変わり身が男性のそれに比べてずっと速い若者と女性の動向に
本質的に依存じてきた。
若者の労働力率の低下は，就業機会が容易に見つからないうえに就学期間が延びる傾向
を有したことが重なった点から説明されねばならない。この就学期間の延長は，若者の労
働市場への参加をこれまで遅延させてきただけでなく，少なくとも16~19歳の年齢層につ
いては今もなお遅らせ続けているのである。ところで，この遅延にかんしては適切に理解
しなければならない。というのは就業機会の必要性という観点からみれば，そうした遅延
はこの必要性の一時的な軽減を意味してきたからである。もしも若者が遅らせるのを止め
るならば，それに応じてかれらは，いやおうなしに労働市場に組み込まれざるを得ないで
あろう。かくて，経済危機の初期に 16~19歳の若者が就学期間を延長した一ーそれは，
かつて労働力人口を減少させた要因のひとつであった—ために， 1980年以降20~24歳の
とりわけ男性の労働力率が高まったのである。これは，この数年来の労働力人口の増加を
―とりわけ，過去の高い出生率の結果，若い「団塊」の世代がこの年齢層 (20~24歳）
に達しつつあることを考慮に入れれば一一説明するひとつの要因である。この要因に加え
て， 1985年により高い労働力率をもつ年齢層へ人口がシフトしたのである〔経済危機の初
期に1&-19歳であった若者は，今やすでに25~29歳の層に属しており，この年齢層の男子
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の場合は，労働市場へ完全参加しているものと思われる〕。
女性の労働力率にたいする経済危機の影響は，危機の最初の数力年の間，現出しなかっ
た。つまり， 労働力率が低下しなかっただけでなく， 従前のその上昇傾向も中断されな
かったのである。 1980年以降この率は〔同年の27.1%から1985年には28.25lるへ〕再び上昇
し，近い将来も同じ傾向が続くものと思われる。というのは，スペインにおける女性の労
働市場への参加の程度は，たとえば他の先進諸国で支配的なパターンからまだ非常にかけ
離れているからである。
要するに，近い将来，生産年齢人口の増加は緩和されるとはいえ，労働力率の低下は続
かずにむしろ再び上昇さえするものと予想できるので，失業を減少させるには就業機会の
かなりの純創出が必要であろう。
このように労働力人口が増えたために，失業の増加分は事実上そのすべてが（新卒など
の）雇用経験がない（新規求職）者に集中した一ーかれらは全失業者の40%を占める一
が，他方で雁用機会が増えたために，就業経験がありながら失業している人はわずかに増加
したにすぎない。部門別にみると，失業の推移C2 -13表）と雇用の推移(2-9表）は結果
的に相反しており，失業だけを見れば，工業と建設業で減り，サービス業でば増えている。
失業は，若年層と成年層とで非常に異なった影勝をもたらした。実際， 25歳未満の人々
は全失業者の半分を占め，この年齢層に含まれる労働力人口のうち49%もの人々が失業し
ているのに対して， 25~54歳の人々すなわち完全な生産年齢に属する成年層は全失業者の
4696を占めるものの，この階層（だけを採りあげた場合）の失業率は，スペイン経済（全
2 -13表失業の推移
絶対数 増
1985年第IV四半期ー］匹~ 1982 
失業者総数 2,934 368 24? 
新規求職者 1,174 172 137 
雇用経験者 1,760 196 llO 
農 業 244 ゜ ゜工 業 478 92 44 
建設業 370 31 12 
サービス業 668 73 54 
出所〕 INE 
a〕数値は，各年の第w四半期のものである。
b〕FECの雇用効呆を修正せず゜
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単位：千人
減〔a〕
I 1983 119糾〔b〕I 1985 
199 436 65 
63 170 56 
136 266 ， 
10 89 33 
21 69 -23 
29 44 -67 
76 64 66 
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体）の平均失業率をかなり下回る16彩にすぎない。
1985年における雇用の増加は，国民雇用協会 INEMに登録された就職の伸び―それ
は， 1984年の183万から1985年には257万1,000へ，つまり40.596の伸びを示した一ーに並行
して進展した。その年の深まりとともに強まったこうした就職の伸びは，雇用促進計画に
よる採用者増に起因している。実際，この種の雇用契約は，—雇用契約にかんする「労
働法」の条項を改正する過程で1984年末に導入された優遇措置のお蔭で一1985年をつう
じて実に大幅に増加した〔1984年に比べて 139彩増〕。そのために， INEMに登録された
就職全体に占めるそのウェートは， 1984年の24.5形から1985年には41.6形に高まったので
ある。 6カ月から3年までの期限を有する短期契約は，雇用促進計画で採用された人々全
体の40%に相当し，また1985年をつうじて40彩も増加した。同じく全体の12彩を占めるパ
ートタイム契約と補充（交替要員）契約は 158彩も伸びた。若者層との契約を有利に取り
計らった「特別契約」一見習・養成のための， 26歳末満を対象にした契約—は全体の
20%を占め，またその伸びも最も高くて4倍にもなった。最後に，社会的に関心のある事
業やサービスに要する賃金コストの2796を協同でファイナンスするために， INEMと政
府関係機関の間で交わされた協定に基づいて実行された（雇用）契約は 144彩も増えた。 ' 
これらのデータはすべて， 1985年に生じた就職のもっぱら増大のみに触れている点を指摘
しておかねばならない。というのも，減少の記録は存在しないからである。
4. 物価，生産コスト，所得
いろいろな最終価格の指標は， 1985年にその上昇率を鈍化させた。消指者物価指数の平
均上昇率は2.796ボイント低下し，工業物価指数の平均上昇率も4.2~るボイント低下したの
である。ペセタ建て輸入価格の有利な推移と輸出価格のゆるやかな上昇率に支えられたこ
うした鈍化によって，最終需要デフレーターの上昇率は3ボイント余り引き下げられた。
さらに1985年には， いろいろなグループの国々との一ー1984年をつうじて始まっていた
—ィンフレ格差の縮小過程は強固なものになった。
1985年8月から消費者物価指数は新しいベース（基準年）に従って作成されるようにな
った。ベースが変更されたのは，「生産物のバスケット」を構成する財貨全体—それは，
時間の経過とともに推移するインフレーションを近似するのに用いられている一ーに現実
をよりよく反映させるためである。こうしたベースの変更による現実化が図られた結果，
一般物価水準の推移を近似する消費者物価指数の能力は高められたが， しかし残念ながら
現存する時系列の連続性は損なわれたのである。連続した時系列を得るためには，なんら
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2 -14表 消費者物価指数の推移
総合指数 食料品 非食料品
1983 12.2 10.7 13.0 
1984 1. 3 12.5 10.6 
198紅a〕 8.8 9.5 8.4 
198廷b〕
第1四半期 10.3 12.0 9.4 
第Il四半期 8.6 7.7 9.0 
第1I四半期 13.1 19.3 10.0 
第w四半期 7.5 4.2 9.3 
1985 〔b〕
第I四半期 8.6 12.7 6.6 
第I四半期 9.5 1. 4 8.5 
第皿四半期 5.9 0.2 9.0 
第1V四半期 8.0 9.9 7.0 
出所〕 INE 
a〕団85年7月までは1976年ベースの指数を用い，それ以降は1983年ベースの指数
を用いて算定された，公式の指数。
b〕各四半期ごとの数値は，季節調整値に基づいて算定したうえで年率に直して表
示されている。
かの連結措置を講じなければならない。この『年次報告』を作製する際に利用された消費
者物価指数 CPIにいろいろな上昇率が存在するのは， INEが採用しており技術的にも
認められた連結措置を適用した一一つまり， 1985年7月までは1976年ベースの指数に，そ
れ以降は1983年ベースの指数にそれぞれ対応する上昇率を採用した一一結果なのである。
1985年に消費者物価指数は，すでに1984年にその指数の推移を特徴づけていた鈍化傾向
を持続したが， しかし同年後半になってこの傾向はいくぶん弱まった。消費者物価指数の
年平均上昇率は， 1984年の11.3%から1985年には（単純）平均で8.8%に下がったのであ
る。しかしながら，年間をつうじた累積（複利）率で算定するとその低下はずっとささか
で， 1984年12月の9.0%から1985年12月には8.1%へ下がったにすぎない。かくして， 1984
年の物価上昇パターンは (1985年に）逆転したことになる。ちなみに1984年には，その年
の平均で計った（上昇率の）鈍化は，同じ年をつうじて（累積的に）達成された鈍化に比
べて弱かったのである。
消費者物価総合指数の1985年における推移の背後には，それを構成する食料品と非食料
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品とであい異なる,.....連の動きが見られた。大まかに言って，非食料品は全体として，その
年をつうじてゆるやかな鈍化傾向をもった比較的単調な（価格）変化率を示した。逆に，
食料品は1985年をつうじて大幅に変動した。食料品価格は同年1月~4月まで急上昇し，
その後5月~8月までは逆に低下したのである。同年末には，ふたたび食料品部門に由来
するインフレ圧力が出現したが， それは， 年初の数力月と同様に， 他の諸部門へもイン
フレ圧力を波及させ，またいろいろな経済主体のインフレ期待を再発させるのに力を貸し
た。こうした物価上昇圧力がこの年の終わりに強まったのは，最終需要が大幅に高まり，
また生産コスト上昇への動きが一-#1.mfifi-/im.IVA導入によるインパクトと賃金の推移
から一一予想されたからである。しかしながら，消費者物価指数を構成する食料品の平均
上昇率は， 1984年の12.6%から1985年には9.5彩へ下がり，非食料品のそれも同じく10.6%
から 8.4彩へ低下した C2-14表）。
非食料品全体を項目別に分析すると，（インフレ）緩和プロセスを弱める徴候を 1985年
をつうじて最初に示したのはサービス業であった点が明らかになる。この数年来，サービ
ス関連価格の鈍化は，工業製品価格のそれに比べてより持続的で強力なものであった。だ
が， 1985年にサービス価格で見られたこの緩和傾向の終焉は，インフレーションの収束過
2-15表 工業製品価格指数と農村物価指数の変化率（光）
工業製品価格指数 農 村
総合指数 1消費財 Iプラント 1中間財 物価指数
1983 14.0 12.9 13.1 15.0 9.2 
1984 12.2 1. 2 10.1 13.4. 9.7 
1985 8.0 7.7 8.3 8.0 4.6 
1984 〔a〕
第I四半期 13.7 1. 3 10.1 16.2 - 9.2 
第I四半期 10.8 1. 8 8.2 10.8 2.0 
第IV四半期 7.9 9.2 9.2 6.7 23.2 
第1V四半期 6.9 7.3 8.9 6.1 -10.0 
1985臼〕
第I四半期 11.0 4.8 6.7 16.3 18.4 
第I四半期 6.4 9. 7 7.7 4.0 6.7 
第w四半期 6.2 9.0 10. 7 3.3 -20.5 
第w四半期 3.0 5.3 7.9 4.1 17.9 
出所〕 INE, BEとMinisteriode Agricultura 
a〕各四半期の変化率は，前年同期比で計算され，年率に直して表示されている。
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程全般をいくらか停滞させる前兆となるかも知れない。
工業物価指数について言えば，それは，年間をつうじての累積（複利）率としてみても
、 （前年の）平均にたいする（今年の）平均としてみても一ーこの指数の場合も，平均比率
の低下の方がより顕著であるが—非常に強い（上昇率の）鈍化を記録した。かくて，エ
業物価指数の平均上昇率は， 1984年の12.2彩に対して1985年には8.0%になった。こうし
た動きは，その指数を構成する各要素のすべて〔中間財，消費財，投資財〕に影響を与え
たが， しかし同年後半には，消費財と投資財の価格上昇率の低下はいくらか弱まった。
1985年における最終価格（上昇率）の鎖静化は，国内需要デフレーターの年変化率が1984
年の1.2彩から1985年には8.3形へ低下したことに表れている。また，この年，輸出価格
が有利に推移したために，最終需需デフレーターはさらに鈍化して，その平均上昇率は1984
年の1.5彩から1985年には8.1%に下がった。実際，この数年来，国内価格よりもかなり
高い上昇率を記録してきた輸出価格は，世界貿易における価格の軟調にも部分的に影響さ
2-16表各種のデフレーター〔a〕
1982 1983 1984 1985 
民間消費 14.2 12.3 11.1 8.3 
政府消費 1. 4 1. 9 1. 4 9. 7 
総資本形成 13. 7 13.4 1. 5 7.5 
国内需要 13.9 12. 5 11.2 . 8.3 
輸 出 12.8 18.6 13.0 7.1 
輸 入 12.9 21. 1 10. 0 4.5 
GDP 〔市場価格表示〕 13.? 11.8 11.8 8. 9 
GDP 〔要素費用表示〕 13. 7 11.6 11. 7 
農漁業 15.6 6.3 9.5 5. 〇〔b〕
工 業 1. 9 13.2 12.4 9.3 〔b〕
建設業 13.6 9.3 11.0 7.9[b〕
サービス業 14.1 12.1 1. 4 9.2 〔b〕
最終需要 13.6 13.3 11. 5 8. 1 
出所〕 CNEとBE.
り 1984年までは， 1970年ベースの国民経済計算のデータによる。 1985年について
は， 1980年をベースにした1984年の数値からスペイン銀行が推計したものである。
b〕印85年の部門別デフレーターは．生産にかかわる間接税を含んだ部門別付加価
値の定義に基づいて計算されている。しかも，その年の数値は， 1980年ベースの
国民経済計算から得られた1984年の数値でもって推計されているために，それ以
前のものと厳密には比較できない。
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れて， 1985年にはその年変化率を 55lるボイント以上も低下させ，最終需要デフレーターの
上昇率を抑えるのにかなり貢献したのである。他方，輸入価格も1985年に相対的に安定し
たために，それが国内需要デフレーターの推移に及ぼす直接的なインパクトをつうじて，
最終需要デフレーターの上昇率はさらに引き下げられた。その反面，こうした有利な動き
のお蔭で GDPデフレーターの鈍化は，諸需要デフレーターの鈍化に比べていくらか見劣
りがした。 GDPデフレーターの上昇率は， 1984年の11.8形から1985年には 8.9形に下が
ったにすぎない。それにもかかわらず， 1985年には1984年の状況が克服されてしまったよ
うに思える点を特筆しておかねばならない。この1984年には，労働コストの強力な調整プ
ロセスにたいする最終価格の反応が相対的に遅れたために， GDPデフレーターの上昇率
にはごくわずかな低下しか生じなかったのである。ともあれ， 1985年の経験が示している
ように，最終価格は—ある程度硬直的で，またある程度遅れをとるものの~ 生
産コストが鎮静化すればその後追いするのである。
1985年には，インフレ率の引き下げにおいて達成されてきた数年来の成果が強固なもの
にされ，また価格（上昇率）の鈍化プロセスは，終息する兆しをいくらか見せながらも持
2 -15図 平均インフレ率と失業率の関係
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2-16図 スペインと OECDおよび EECとのインフレ格差〔a〕
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a〕それぞれの消費者物価指数で計った年平均インフレ率の
格差。
続したと断言できる。こうした確固たる成果は，スペインと貿易相手国全体とのインフレ
格差の縮小ー一そのプロセスは， 1984年にささやかな一歩を踏み出した一ーに具体化され
ている。
OECD諸国および EEC諸国とのインフレ格差ー一いずれも， それぞれの消費者物価
指数の年平均上昇率（の差）で測られる一は， 1985年に2彩ボイント近く縮小した。し
かしながら，相対的に高い水準にあるスペインのインフレ率や， OECD諸国と EEC諸
国の物価の推移にかんする予想から判断して，将来のインフレ格差のありうべき動向につ
いて楽観は許されない。
他方， 1985年には失業とインフレーションの関係に意味深い改善が生じた点も特筆して
おかねばならない。こうした改善は，労働市場における伸縮性の増大と各経済主体のイン
フレ期待における有意義な転換を反映したものであり，それらはインフレなき成長の可能
性が拡大したことを示唆している。だが，こうしたインフレ率の低下がたどったプラスの
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成呆によって，物価の鈍化傾向にブレーキをかけるような諸要因の出現に伴う とりわ
け，近隣諸国がこの（価格）面で達成した調整がかなり大きい場合の一ー諸々の危険性が
隠蔽されてはならない。この意味で， 1985年における生産コストの推移の分析は，特に重
要なのである。
生産コストの側から1985年における価格形成を分析すると，コストの側でインフレーシ
ョンを鈍化させてきた諸力がいくらか衰退したことが明らかになる。平均生産コストの上
昇率は持続的に抑制されたとはいえ， 1985年にその鈍化傾向は一一周知のように前年には
非常に強かったのに一ーかなり弱まったのである。
こうした特徴は，労働コストの推移においてとくに明白であった。 1985年の賃金決定は
「経済・社会協定」で規定された枠ー一それは，同年の費上げ幅を5.596~7.59るに設定した
｀に沿って展開され，労働協約において決められた賃金の平均上昇率も7.4形であった。
ただし，ここには，その年をつうじて累積したインフレ（率）が7%を超える際に自動的
に発効する〔実際には，同年末に発効した〕賃金改定条項の成果は含まれていない。この
改訂は，平均で 0.7ボイントの追加的な上昇に相当するが，その効果は1986年における貨
金の動向にとりわけ反映されるであろう。いずれにしろ，こうした賃金の動きは，改定の
効果を考慮に入れないとしても，それだけでは非常にわずかな鈍化にすぎず，前年に記録
された4ボイント近い低下とは対照的である。労働コストの動きにおけるこうした変化は
1986年に名目賃金の上昇率を加速させ，それによって1977年以来支配的であった（鈍化）
傾向は破綻したのである。
一人当たり平均賃金（月給）の上昇率は， 1983年の13,79るから 1984年には 9.996へ低下
したが， 1985年にはかろうじて0.7ボイント下がって9.2形になった。かくして，消費者物
価でデフレートした一人当たり平均（実質）賃金指数は，前年の 1.3ボイントの低下に対
して0.5%(ボイント）上昇したのである。だが時間当たり平均賃金は， 1984年の 12.4 5lる
増から 1985年には 9.9飴増になり， その鈍化は一一平均労働時間の推移における最近の
傾向に意味深い変化が生じた結果＿かなり強かった。協定された年間平均労働時間は，
1985年には 3.7時間の短縮にとどまり〔ちなみに， 1983年には32.1時間， 1984年にも47.2
時間の短縮が行われた〕，また一人当たりの平均実働時間数で測った実効労働時間も，「賃
金調査」によれば， 1984年の2.29る減から1985年にはL996減になったにすぎない。この 3
年間ごくゆるやかな動きを示してきた農業の賃金は， 1985年にその上昇率を一ー前年の
8, 8 9るから 9.3 5lるに一ー加速させた。最後に，建設業における賃金コストの上昇率は，全
国建設企業連盟の推計によれば， 1984年の10.59るから1985年には 6,7彩へ低下した。
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これらの賃金指標から得られる情報を総合すれば， 民間部門における一人当たり労働
コスト〔社会保障負担を含む〕の年平均上昇率は，前年の 9.5形に対して 9Glる前後になろ
う。政府部門における扉用者の報酬の動向も考慮に入れれば，国民経済全体の一人当たり
労働コストの年平均上昇率は， 1984年の10.1形に対して 8.7 96になるものと推定される。
労働の平均生産性については，すでに前節で指摘したように， 1985年にその上昇率が
ー一国民経済全体で1984年の 4.2%から3.1 5iるヘ一ーかなり低くなったが，それは，国内
生産の伸び率が落ち，同時に雇用水準が相対的に高まったからである。こうした生産性の
動きは，生産構造の再編と合理化の力強い過程がかなり枯渇し， また相対価格の唐突な変
化（石油危機）の後に続いた受動的な生産性の上昇もかなり出尽くしたことを反映してい
る。このような一連の動きは，労働市場の調整がいくらか進捗したことや，生産の伸びと
雇用の動きの関係がより適切なものに修復されたことを表明しているとはいえ，生産単位
当たり労働コストの推移にたいしてはマイナスに作用したのである。 1985年について生産
単位当たり労働コストの上昇率は 5.496と推定されているが，これは84年の 5.7形に比べ
てごくわずかな (0.3ボイントの）鈍化にすぎず，前年に達成された 4.4ポイントの鈍化
とは比較にならないのである。
1983 
1984 
1985 
1984 
第I四半期
第I四半期
第Il四半期
第IV四半期
1985 
第 I四半期
第I四半期
第Il[四半期
第w四半期
2 -17表 賃金上昇率の指標〔a〕
時間当たり 一人当たり
'b 協定賃金平均給与平均月和
15.2 彩 13.7 96 1. 4 96 
12.4 9.9 7. 7 
9.9 9.3 7.4 
14.1 14.2 7.7 
14.2 10. 2 7.8 
10. 4 7.0 7.2 
1. 0 8.6 7.4 
12.7 9.6 7.4 
1. 3 9. 7 7.4 
7.8 8.5 6.8 
8.0 9.1 7.9 
農業での建設業での
日 当賃金コスト
9.0 96 12.3 ％ 
8.8 10. 6 
9.2 6.7 
11. 7 12.1 
1. 2 10. 3 
7.0 10.0 
5.8 9.8 
7.6 6.9 
9.3 6.6 
9.8 6.5 
10.2 6.7 
出所〕 INE, Ministerio de Trabajo y Seguridad Social, Ministerio de Agri-
culturaと SEOPAN
a〕各四半期の変化率は，前年同期にたいして算定されている。
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2-17図価格とコストの推移
％ 単位労働コスト ％ 
10 10 
5 5 
0 0 
1982 1983 1984 1985 
％ 
20 
輸人価格
15 
% 20 
1982 
・% 
15 
10 
??
??，?ー
??
??
ー
1983 1984 
農廂物価格
1985 
???
??
??
1983 1984 
生産コスト
1985 
??
ー
??
??，?ー
??
???
??
1983 1984 
最終価格
゜1982 1983 出所〕 !NEと BE.
1985 
1984 1985 
????
??
190 
スペイン経済： 1985年―スペイン銀行「年次報告』より一一ー（楠） 191 
近年における生産単位当たり労働コストの上昇率が示されている 2-1?図から分かる
ように， 1985年に生じた事態は，単位労働コストの鈍化過程がかなり底をついた点を表明
しているように思える。事実， 1986年には単位労働コストが一ー一人当たり労働コストが
上昇する動きを見せ，また生産性の伸びが低下するために一一ふたたび加速的に上昇する
ものと推測されている。
平均生産コストの鈍化におけるこうした停滞傾向は，農産物価格の推移と特に輸入製品
のペセタ建て価格の有利な動きとによって部分的に相殺された。農業で産出された投入財
の価格は， 1984年に12.5彩上昇したが， 1985年には約7%の上昇にとどまり，かくして生
産コストの総合指標の鈍化に貢献したのである。他方，すでに1984年にコストの抑制にカ
を貸していた輸入製品のペセタ建て価格は， 1985年にも同じ傾向を持続し，その平均上昇
率は前年の9.2%から4.5%に低下した。
このように，生産単位当たり労働コストが（更なる引き下げが）困難なかべにすでに直
面していたと思われるにもかかわらず， 生産コストの総合指標が 1984年の 8.8彩増から
1985年には 6.0彩増へかなり鈍化したのは，農産投入財と輸入投入財の価格がゆるやかな
動きを示したことにあらかた起因している。ついでながら，平均生産コストの総合指標に
ついて推計された平均上昇率は，一貫して最終価格の平均上昇率を下回り続けたが，この
事実は総営業余剰の持続的な回復傾向を反映している。
1985年に GDPの分配に生じた変化は， 1984年の特異な経験とはかなり違った性格と重
要性を持っている。この点を掘り下げるためには，所得創出の側面に大いに注目しなけれ
ばならない。 1984年には，一人当たり名目労働コストが強力に調整され，同時に賃金労働
者の雇用が不利な展開を示したために，賃金総額（の伸び）が急激に鈍化し，また雇用者
の報酬が国民所得に占めるシェアも 3ボイント余りも低下したのである。
1985年の所得分配の推移はかなり異なっていた。一人当たり労働コストの鈍化が弱まり
また賃金労働者の雇用の推移が大いに改善されたために，賃金総額の名目上昇率は加速し
て1984年の7彩から1985年には8.4%になった。かくて， 1977年以来スペイン経済を支配
してきた（賃金総額上昇率の）鈍化傾向は初めて打破されたのである。 2-18図では賃金
総額の年平均上昇率が，一人当たり労働コストの上昇率と賃金労働者の雇用の平均増加率
とに分解されている。この図から分かるように， 1985年の推移は1984年ほどの制約を受け
なかった。この1984年には，名目労働コストが調整されたうえに，賃金労働者の雇用は非
常に下向きの動きをとったのである。 1985年には，一人当たり労働コストの動向はより拡
張的であり雇用者数の減少も弱まったので，この両要因が作用してそれほど制約的でない
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2-18表単位労働コストの推移〔a〕
変化率
1982 1983 1984 1985 
経済全体 10.8 10.1 5. 7 5 4 
1人当たり労働コスト 13.5 13.5 10.1 8. 7 
生産性 2.4 3.1 4.2 3.1 
実質 GDP 1.2 2.2 2.2 2.0 
就業者数 - 1.2 -0.9 - 1.9 - 1.1 
非農業部門〔政府部門を除く〕 11.0 9.9 4.9 4. 7 
1人当たり労働コスト 13.7 14.0 10.0 8.5 
生産性 2.4 3. 7 4.9 3.6 
実質 GDP 0.8 2.0 1. 4 1. 6 
就業者数＂ -1.6 ．ー 1.6 -3.3 - 1.9 
工 業 u u 4. 3・ ~.8 
1人当たり労働コスト 13.6 12.9 8.6 10.0 
生産性 5.3 5.0 4.2 5.9 
実質 GDP - 0.5 2.5 1.5 2.2 
就業者数 -5.6 -2.4 - 2.6 - 3.5 
民間（個人）サーピス 15. 4 11.1 5.? 5. 1 
1人当たり労働コスト 16.0 14.0 9.8 7.5 
生産性 0.5 2.6 3.9 2.3 
実質 GDP 1. 8 1. 8 2.0 2.2 
就業者数 1. 3 -0.8 - l.B - 0.1 
出所〕 INEとBE.
a〕生産性の算定に用いられた生産（量）のデータは，スペイン銀行の推計に基づい
ているが，この推計は必ずしも正確に国民経済計算のそれに一致していない。
動きがもたらされた。そのなかでも，一人当たり労働コスト（の伸び）が若干鈍化したに
もかかわらず，賃金総額の増加を加速化したのは，賃金労働者の雇用の改善であった。
かくて，雇用者の報酬が国民所得に占めるシェアは低下し続けたとはいえ，その程度は
前年よりも弱まったのである。同様に， 1985年には GDPに占める総営業余剰のシェアも
—その年間増加率は， 1984年の22%から1985年には11.4彩へかなり低下したものの＿
引きつづき拡大した。 1985年に，みずからの所得が〔周知のように〕総営業余剰に計上さ
れる自営業者の雇用水準が下がり一一ちなみに非雇用者の雇用は3.1%減少した一ー，ま
たそのうえに企業の金融コストの大幅な低下が記録された点を考慮に入れれば，本来の企
業利潤は総営業余剰の推計値よりもかなり高い率で伸びたに違いない。
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うえで述べた各生産要素への生産物（所得）分配の動向と相対価格の動きから，スペイ
ン経済のこれまでの進展を左右してきた枠組みにいくつかの重要な変化があった点と，調
整過程における最も犠牲の多い側面がいくらか克服された点が明らかになる。 1984年には
生産要素の相対価格が調整され， しかも営業余剰が確保されたために，国内需要にたいす
る非常に強い縮小効果が生じた。それに反して1985年における調整過程の追求は，所得の
より拡張的な動きと並行して実現されたために，国内需要は純外国需要（輸出一輸入）の
肩代りをすることが出来たのである。
すでに述べた雇用者の報酬の加速的な伸びは，消費者物価で測った平均インフレ率が首
尾よく引き下げられたこととも相まって，家計が支出できる実質可処分所得にプラスの影
孵を与えた。一方で一人当たり実質賃金の伸びは， 1984年のマイナスから1985年にはわず
かながらプラスに転じた。他方で賃金労働者の雇用減は， 1984年の 2.7%から1985年には
2-18図 賃金総額・ 1人当たり労働コスト・賃金労働者の雇用
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たった0.3彩になった。これに並行して資産所得と企業所得の分配は， 1985年と84年の営
業余剰の回復に刺激されて—賃貸料（地代）と利子（の伸び）が大幅に低下したにもかかわ
らず―-3ボイントを超える実質的な伸びを記録した結果，家計の可処分所得はこれらの
所得によっても押し上げられたのである。かくて1985年には，生産要素相対価格の調整が
所得創出に及ぽす影響は，前年に生じた事態とは異なり，むしろ民間消費の回復に貢献す
ることになった。
営業余剰に見られた改善は， 1985年にやっと，この数年来ひどく停滞していた総資本形
成（投資）のフローを回復させるに至った。この余剰が生産的投資へ誘導されることによ
って-重要な部門におけるスペイン企業の脆弱な金融情勢や，スペイン市場の制度的な
硬直性などの側面から生まれる不確実性にもかかわらず―生産と雇用の増大を供給の側
から抑圧してきた最も由々しい制約条件も，いくつか克服されるであろう。
5. 公共部門
1985年の財政政策では，一方で租税制度を改革して公共部門における財政不均衡の深化
を回避しようとする一連の法律改正と，他方では，同年の実に厳しい予算編成にもかかわ
らず公共赤字のかなりの増大をもたらした政府部門の拡張的な活動が組み合わされた。
1985年に成立した法律は，財政制度の形態と政府部門の将来の進展にとって大きな影響
力を持っている。租税制度の面では，間接税の中軸を形成する一ー諸々の特別税にかんす
る新しい法律によって補完された一一付加価値税 IVAの導入は，財政制度に深遠な変革
をもたらすと同時にその制度を簡素化するものであり，かなりの範囲にわたる影響を経済
全体にも各部門にも与えるであろう。たとえば，個人所得にたいする課税基準の修正は，
累進性の手直しだけでなく若干の所得の取扱い上の調整や家計単位への課税の調整をも含
意しているのである。また一定の金融資産についても， 法律にもとづく課税枠の形成に
際して，財政制度にかんする法律は重要な役割を果たした。これらの変革は，歳入の水準
にも，また財源や租税負担の配分にも影響を与えるであろうが， しかし同時に納税制度の
より効率的な運用とその実施面でのより厳正な管理をもねらっているのである。納税義務
の履行におけるゆるみを一掃し，また脱税を摘発するのも着手された改革の目標であって，
脱税の条項に関する刑法の改正や一般的な税法の部分的な改正一ーそのための長たらしい
立法活動に丸一年がついやされた＿は，そうした目標の達成に貢献するであろう。他方，
歳出の側では，年金法の発効ー一それによって，拠出期間が延長され，年金（支給）ベー
スもより制限された—により，この数年来ダイナミックに伸びてきたこうした支出項目
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の強い上昇傾向も緩和されるであろう。もっとも，新しい年金制度にかんする法制の効果
が政府部門の勘定にあらわれるのは，いくらか時間がたってからのことであろう。またお
そらくこの改革は，長期的な見通しに立てば不十分だということになろう。
1985年の政府部門の活動にかんして言えば，その年度の成果には，いろいろな要因が作
用したとはいえ，予算が編成された際の厳しさも財政政策が当初持っていた制約的な性質
もいずれも反映されていない。公共赤字は，所期のねらいどおりには減少せずむしろかな
り増加して，政府部門全体で 1兆7,460億（ペセタ）にのぼったが，これは1984年に比べ
て4,670億の増加を意味する。対 GDP比で見ればこの赤字は，前年の5.0彩ー一これは，
1985年の当初予算の目標値であった一ーに対して 6.2彩に相当する。この年の赤字は，大
部分〔1兆5,770億〕．が国に帰すべきものであるが，しかしそれはまた政府部門間の入り
組んだ関係を反映したものにすぎない。つまり，そうした関係をつうじて，国以外の政府
関係諸機関の収入は大なり小なり国からの移転として受け取られ，またその関係をつうじ
て，これらの機関の財政不均衡が最終的には国の勘定に表明されるのである。いずれにし
ろ1985年に，社会保障の赤字の増大〔前年の200億に対して， 1,150億〕と地方行政機関の
赤字の増大〔1984年の100億に対して， 970億〕が記録されたことを指摘しておこう。
1984年と1985年の公共赤字を比較する際に想起すべき点は， 1984年の赤字は，石油専売
株式会社 CAMPSAの民営化に伴ってマイナスの公共投資が生じたために、削減された
ということである。もしそれがなければ，その年の赤字は対 GDP比で5.496にのぼった
であろう。さらに，国債の金利負担を予算枠のなかで一定の基準にしたがって計算すると
相当額の利子が算定されるが， 1985年に計上されたその額は， 一部， 前年の利子発生額
（で未払い分）に対応しているのに対して， 1985年の利子発生額も一部は1986年．に計上さ
れるであろう。こうした状況のもとで1984年と1985年の数値を比較しても，公的負債の推
移はそれほど明らかにならない。なぜなら，・利子発生額の増加を優に上回る利子支払額の
急増は， 1984年に公共部門のファイナンスを変化させた特殊性ー一これについては当該
「年次報告」で詳しく論じられている〔注〕—に何よりも起因しているか 9らである。要す
るに利子支払額の数値における1984年から1985年への飛躍は，両年の間に推移したプロセ
スを誇張しているが， しかし1985年の利子支払額の数値（そのもの）は同年の負担を誇張
してはいない。むしろ，その数値は，もし政府部門が従うべき予算枠が利子支払額の基準
ではなく利子発生額の基準に対応していたならば，まだいくらか大きくなったであろう。
注〕スペイン銀行「年次報告： 1984』をみよ。ここでは，同「年次報告』 1.2. 2節冒頭
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1985年に，利子負担は GDPの3.5彩に相当し，他方，この利子負担を除いた政府部門
の赤字は GDPの2.7彩にのぼった。利払いの増加は， 相次ぐ公共赤字とそれをファイ
ナンスする必要性とを反映している。それゆえ公共赤字を全体として削減できるかどうか
は，金利負担を除外した純赤字にたいじて如何に精力的に働きかけるかに依存している。
しかしこの純赤字は， 1984年（対 GDP比2.9%)から 1985年（同じく 2.7彩）の間に
G碑の 0.2(%ボイント）〔CAMPSAの民営化による調整を勘定に入れれば， 0.5(% 
ボイント）〕減少したにすぎず， 依然としてこれまでと同じような比率で民間貯蓄の多く
の部分を強要し—したがって，経済成長（投資）の可能性を抑圧し—続けてきたので
ある。
こうした推移は，金利負担を除外した総支出が対 GDP比で (36.0彩から 37.0彩へ）
1彩ボイント増加したので，それだけ一層不満足なものである。実際，利払いを除いた非
のこのテーマに関連する脚注を一―-(1985年の）新しい数値を補って＿再録して
おこう。
19.84年以降，国の赤字のファイナンスの仕方にかなりの修正が加えられた。こうし
た修正の後に，赤字のファイナンスは基本的に国債の発行をつうじて実現されるよう
になった。国債発行は，公共赤字による通貨増発を回避しかつ政府の反インフレ目標
と整合的な通貨管理を保証するために，スペイン（中央）銀行引き受けー一そしてそ
の後の，同行による利付き証券の発行ー一｀というより複雑で不明瞭なやり方に取って
代わったのである。
国の赤字のファイナンスに生じたこうした変化から，予算のなかの利払いの項目に
おける赤字（国債）に基づく金利負担（増）が説明できる。しかしながら，この会計
上の変更の効果は， 1984年の勘定にはまだ十分に現れていない。なぜなら，予算枠の
制約を受ける政府部門は支払い期限がきた利子だけを計上しており，そしてスペイン
銀行は〔他の金融機関と同様に〕利子発生期間中もそれを計上しているからである。
ともあれ， 管理通貨の保証発行 certificadosde regulad6n monetariaがこうし
た国債（発行）に取って代わられたために，政府部門とスペイン銀行を合わせた全体
の貯蓄と貸付能力に拡大効果〔1983年の442億（ペセタ）から， 1984年に2,894億，そ
して1985年には 1,073億〕がもたらされたものと考えられるが，このことは，家計と
非金融企業の当該項目（貯蓄）に一一そ残余項（結果）的な， しかも逆向きの符号をも
・った一一影響を与えている。
この問題は，スペイン銀行の利潤発生と国によるその計上との間にズレが存在する
ために一層錯綜している。こうした会計（処理）上のズレによって，上記と同じよう
な影響が（政府とスペイン銀行の貯蓄能力にたいして）生じたのであるが，その額は
1983年の一856低に対して， 1984年には十482像にのぼった。
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2-19表政府部門の歳出と歳入〔金融勘定を除く〕
単位： 10億ペセタ 増加率形 対GDP比％
1983 1984 1985 1983/ 1984/ 11985/ 82 83 84 19831198411985 
1. 総収入 ?,453 8,429 9,695 19. 0 13.1 15. 0 32. 1 33.2 34.3 
1.a. 経常収入 ?,292 8,263 9;492 19. 1 13.3 14. 9 32.0 32.5 33.6 
所得税・資産税 1,742 2,064 2,320 30.4 18.5 12.4 7.6 8.1 8.2 
生産税・輸入税 1,897 2,200 2,594 25.7 16.0 17.9 8.3 8.6 9.2 
社会保障費 3,018 3,287 3,656 15.6 8.9 1. 2 13.2 12.9 12.9 
その他の経常収入 635 712 922 -4.7 12.1 29.9 2.8 2.8 3.2 
1. b, 資本課税 45 37 53 18. 8 -1?.8 43.2 0.2 0. 1 〇.2
1. c. 資本移転 6 3 20 20. 0 
1.d. 調．整 ： 固本定償資却 110 126 130 12.3 14.5 3.2 0.5 0.5 0.5 
2. 総支出 8,666 9,W9 11,442 18.4 12. 0 1?.8 38.0 38.2 40.5 
2.a. 経常支出 7., 503 8,763 10, 1?2 19.0 16.8 16. 1 32.9 34.5 36.1 
公共消費 2,807 3,397 3,825 17.5 21. 0 12.6 12.3 . 13. 4 13.5 
公務員の報酬 2,180 2,609 2,967 16.8 19.7 13.7 9.6 10. 3 10. 5 
財の純・購サ入ービス 517 662 728 21.8 28.0 10.0 2.3 2.6 2.6 
固定資本減耗 110 126 130 12.3 14.5 3.2 0.5 0.5 0.5 
移転支払 4,695 5,366 6,347 19.9 14.3 18.3 20.6 21.1 22.5 
社会保障給付 3,431 3,648 4,173 15.4 6.3 14.4 15.1 14.3 14.8 
経経常営移補転助支金払"¥..1 a 
603 736 708 32.0 22.0 -3.8 2.6 2.9 2.5 
365 428 476 23.2 17.3 1. 2 1.6 1.7 1.7 
利 払 vヽ 296 554 990 57.0 87.2 78.7 1. 3 2.2 3.5 
2. b. 資本支出 1, 163 946 1,270 14.6 -18.6 34.2 5. 1 3. 7 4.5 
固定資本形成〔b〕 676 532 724 15.4 -21.2 36.1 3.0 2.1 2.5 
資本移転支払 487 414 546 13.5 -15.0 31. 9 2.1 1. 6 1. 9 
3. 赤字〔一〔〕1／-黒2〕字 -1, 213 -1, 280 -1,74? 5.3 5.0 6.2 
4. 最総終固需定要資本：形消成費＋ 3,483 3,929 4,549 17.1 12.8 15. 8 15. 3 15. 4 16. 1 
5. 純貯蓄〔1a-2a〕 -211 -500 -680 0.9 1.9 2. 4 
〔参考〕
赤字一利払い 917 725 757 4.0 2.9 2.7 
総支出ー利払い 8,370 9,155 10,452 17.4 9.4 14.2 36. 7 36.0 37.0 
a〕国際協力（援助）を含む。
b〕土地の純獲得（購入）を含む。
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2 -19図政府部門の赤字と支出
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金融公共支出の伸びは， 1985年に一ーその前年には，この支出の対 GDP比が増加する傾
向は打破されたにもかかわらず―GDPの伸びを約3%ボイント上回ったが， このこと
は，予算の実施計画からも公共支出の膨張を弱めるプロジェクトからも明らかに逸脱し
ている。
厳しい予算枠が多くの支出項目に厳しく適用されたにもかかわらず，その年度の最終的
な結果は，次のような有様であった。 1〕当初かなりきつい予算が組まれていた投資信用
は，同年をつうじて増強された。 2〕政府部門における就業機会がはっきりと増加した。
3〕予算の執行水準が前年よりも高まり，失業問題への一（具体的には）失業水準の上
昇や当事者の慢性的な状況にたいしてー―—配慮が不可欠となった。
非金融公共収入（総収入）の伸びは， GDPの成長をほぼ4ポイント上回る15.0形であ
った。こうした結果は， 5月に決定された労働所得にたいする源泉徴収税率の引き下げを
除けば，それほど重大な法律改正もなしに達成されたが，そのことはなによりも，納税義
務がより厳格に履行されたことに加えて，インフレーションと累進税率が組み合わさった
結果，税収の自然増がもたらされたことを反映している〔2-19表と 2-19図をみよ〕。
5. 1歳出
利払いを別にすれば一ーそれの推移は，増大傾向にある公的負偵によって左右されてい
る一ー ， 1985年における公共支出の他の諸項目のなかには，厳しく策定され部分的とはい
え適用された政策と，政府部門の非金融支出の対 GDP比が低下するのをまたもや妨げた
若干の支出の膨張との間に好対照が見られた。
利払いを除くと，非金融支出の伸びは1985年に14.2形であった。そのうち（最終）公共
需要は約15.8%の伸びで，他の項目は13.0形伸びたが，そのなかでも社会保障給付の14.496
増が際立っている。
公共需要のなかで，投資支出は，前年に起こった事態とは逆に，消費支出よりも強い増
勢を示し，それぞれの伸び率は 36.151ると 12.651るであった。 しかしながら，公共需要の配
分は， 1984年の投資額から石油専売株式会社（の民営化に伴うマイナスの公共投資）の効
果を除去すれば，それほど不釣り合いにはならず，その場合の投資の伸び率は17.351るに下
がるのである。そうした投資の回復を促進したのは， 中央政府（「国」と国立大学などの
「自治行政機関」から成る）であった点を明確にしておこう。というのは，第一次推計に
よれば，地方行政機関の投賓は名目で12.6%しか増加しなかったからである。国の投資
は，実質的に減少するよう当初は計画されていたが，その後，当年度をつうじて信用が拡
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大されたためにそれほど制約的な推移をたどらなかった。 というのも， 予算執行の水準
は，この2年間おなじものになったからである。
公共消費の名目増加率については，約3%の実質的な伸びと10%弱のデフレーター（価
格上昇）に分解される。公共消費の動きにおけるいくつかの特徴を明確にしておこう。第
ーに，それを構成する諸項目間に多様な推移が見られる。たとえば財・サービスの購入は
予算に従って10%増えたのに対して，公務員の総報酬は当初の予想を超えて13%も上昇し
た。第二に，この最後の点とも関連するが，公務員の総報酬の増加は，公的な雇用量のか
なりの一ー3.2彩と推定される一増加には部分的にしか起因しない点を指摘しておかね
ばならない。予算で考えられていた上限〔6.5形〕を大幅に超える，平均ほぼmo%もの
賃金上昇を結果的にもたらしたのは，いくつかの労働協約における賃金改定であった。第
三に，公共消費の各機関への配分において，（中央政府から）自治州への権限の委譲過程
はすでに最終段階に達しているものの．地方行政機関の支出の増大が中央政府の消費を犠
牲にしてまだかなり伸びている。かくして，地方行政機関の消費は25.4彩も増えたのに対
して，国の消費は8.7彩増にとどまり，自治行政機関のそれは31.3彩も減ったが，これは，
若干の当該関係機関が廃止されたことを部分的に反映している。
要するに，国内需要に直接的な拡張効果を与えたのも，またすぐ後で見るような所得再
分配活動において公共部門の活動を拡大させたのも，公共需要なのである。
社会保障給付の推移は，年金支出の如何に一ーこの支出が金額的に重要であるだけでな
く，依然として急増し続けているという意味で一密接に関連している。問題の急増は，
年金受給者数の増加と．—年金の毎年の改定による増額とは別に一一労働協約による見
直しに起因している。1985年における改定は平均7劣増であったが，年金支出の増加は14.3
彩に達した。社会保障全体について言えば， 1985年に各種年金（の受給者）は平均して前
年よりも2.95彩増えたが，これは1984年の増加率よりもわずかに低い。また，年金月額は
平均28,100ペセタで， 1984年に比べて 11.1形増加した。すでに指摘したように，新しい
年金法は，—ひとつの年金を得るために必要な拠出期間をより厳格に設定し，また年金
（支給）ベースの決定基準を拠出者の年来の貢献により一層合致させて〔でぎるだけ変更
させないように〕設定することをつうじて—過去に観察された傾向を中期的に変えてい
くであろう。しかしながら，依然として年金（受給者）の増加は，労働市場における早期
（繰り上げ）退職がもたらすその加速化と，人口構成（老齢化）によって大きな刺激を受
けるであろう。近年，すべての年金制度に見られた受給者／拠出者の比率の悪化は，短期
的には拠出者（の増加）をつうじて—雇用の消滅に歯止めが掛けられて，就業機会の創
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出が始まる時に 初めて修正されうるであろう。
社会保障給付において，失業保険の支出もかなり増加した。失業保険の支払いは30%も
伸びたが，それを助長したのは，一方では失業の増加であり，他方では保険金を合法的に
受給できる最長期間の延長と補完的な給付の新設であった。 1984年8月に実施されたこれ
らの措置は，平均的な失業継続期間が長期化したうえに保険期間に上限があるために，失
業保険のカバー（救済）比率が著しく低下した事態に対処する目的で採られたものであ
る。その8月からカバー（救済）比率は一時的に回復したものの，再び保険期間の満了と
いう問題が現れ， 1985年の末には，受給人口は登録された失業者の3分の1弱の水準に落
ち着いたのである。
他の経済的給付は，低下しないまでもかなりゆるやかな伸びを示したが，それは，疾病
や（労働）能力喪失に関連する給付の受領者にたいするより厳格な選別と規制および厳し
い予算制約を反映している。かくて，一時的な障害による支払いは停滞したままであり，
過渡的な労働能力喪失による支払いは12%低下した。同様に，家計扶助のための支出も21
％削減されたのである。健康保険給付は， 逆に12%増加した（注〕。前節で指摘されたよう
に，経済的給付は全体として，あらたに家計の可処分所得の増大に寄与したのであるが，
このことは，—そうした給付の受領者の限界消費性向は，財政収入が調達されてくる人
口全体のそれよりもおそらく高いであろうという事実と結びついて一一民間消費を刺激す
る効果をもったものと思われる。
非金融公共支出の分析を終えるにあたって，経営補助金における 3.8%の削減について
も指摘しておかねばならない。この減少は， しかしながら，国が提供するはずの援助が遅
れただけのことであり，また資本移転 それの経済的な性質は，多くの場合，単なる補
助金と明確に区別することができない-に生じた31.9%の増加によって部分的に相殺さ
れたのであって，いまも国からの補助金に直接みずからの経済的存立を委ねている公企業
にたいしては，経済的保証が行われているようである。
5. 2歳入
1985年の「予算法」は財政制度にかんする修正漢Dを採用しなかった。歳入/GDP
の比率で測られる租税圧力は，付加価値税 IVA導入のための準備作業におそらく刺激さ
れて1985年に進捗した租税管理の改善フ゜ロセスを反映しつつ，適度に上昇するものと見な
注〕これらのデータはすべて， 1月~12月期にかんするものである。
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されていたのである。同年初めの数力月が経過したところで，税収〔とくに労働所得にた
いする源泉徴収〕の順調な伸びと民間消費に見られた衰退の徴候を前にして， 5月から労
働所得にたいする源泉徴収税率が手直しされ，その影響は当年度全体の政府部門の非金融
収入に大きくあらわれた。
これら非金融収入の伸びは15.0彩であったが，本来の税収は13.8彩しか伸びなかった。
この差の説明要因は，移転収入の増加と特に＿スペイン銀行の利潤がそのなかに計上さ
れている＿資産所得の増大に求められる。 1985年の同行のかなりの増益は，公共赤字の
ファイナンスの規準と通貨（政策上の）介入の規準が，国の金利負担の急増を一部相殺す
るために変更されたことに起因している〔196ページの脚注をみよ］。
租税収入のなかの重要な項目の動きは，租税負担が社会保障負担を＿歳入面における
財政政策の方針を反映して一一大きく上回ったという意味で前年と同じ推移を繰り返し
た。そうした方針の狙いは， tiによりも社会保障負担のウェートを軽くして，労働コスト
の低下と雇用の創出を刺激することにあった。 1985年におけるその方向への歩みは，公共
赤字をコントロールする必要性を前にして慎重なものであった〔一般の社会保障制度にお
ける企業の負担率が0.3%引き下げられたにすぎない〕が， しかし従前から採られていた
より大胆な措置は引き続き踏襲されたのである。
1985年の増税は15.5%で，社会保障の負担増は1.396であった。租税のなかで生産税と
輸入税は18.0彩増加したのに対して，所得税と資産税の増収は12.4%であった。他方，資
本課税は43.0彩も増加した。
租税全体の推移は「国」の歳入によって左右されるが，その国の歳入は1985年に地方行
政機関のそれよりも有利な成果を収めた。所得税と資産税＇の形で国が個人の所得から得た
税収は14.3%伸びたが，この伸ぴ率は労働報酬にたいする源泉徴収に限れば7.6形に低下
する。しかもその推移には，源泉徴収表（税率）が修正されたために1985年の上半期と下
半期の間に非常にはっきりした対照性が示されている。法人所得税は，大半の企業の経営
に見られるようになった改善を反映して21.8彩増加した。所得税のなかで資本所得にたい
する源泉徴収は非常にわずかな8.3彩の伸びにとどまったが，この事実は，金融資産にか
かわる税制改革の後，国債のほうへ資金が流れていったことと関連しているに違いない。
生産税と輸入税について言えば，生産税は21.3%, 輸入税は16.1形それぞれ伸びた。生
産税のなかでは，前年と同じ税率が維持されたにもかかわらず1985年に22%の増収をもた
らした企業取引税 ITEの成果があらたに際立っている。こうした結果は，（税務）管理
がより有効に行われたことを一一一つまり，付加価値税 IVA適用を前にした作業で洗いだ
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された納税義務者の輩出をつうじて管理がとくに強化されたことを一一明らかにしてい
る。また，具体的に言えば石油に関連する独占所得（石油専売株式会社など）からの税収
も際立っている。輸入に関連する税収のなかで，関税は16.4%,国内税の負担を補整する
ための輸入税は29.6%それぞれ増加したが，こうした〔補整関税も含めた〕結果は，新し
い税制への移行を容易にするためにすでに（租税）優遇措置が縮小されていた状況下で，
IVA導入の準備段階が進められたことと関連している。
社会保障負担の推移における（上記の） 11.3%の伸びは，有効な（履行された）ものに
限れば10.6%に低下するが，この率は，社会保障（制度）が手にした収入額のそれと実際
に一致している。いろいろな社会保障制度のなかで，その収入にかなりの差異が認められ
るが，その差の一部は，負担率に加えられた修正によるものである。この修正の狙いは，
ーー各制度の収入はあくまでも加入者数の推移によって決まるとはいえーー最も赤字が大
きい制度の収支の不均衡を是正し， かつそれらの負担率を均ー化しようとする点にあっ
た。
一般の社会保障制度で企業に適用された0.3ボイントの負担率の引き下げは，同じ制度
下の賃金労働者と特別制度下の自営業者にも拡大された。農業の特別制度において，自営
農民の負担率は12%から14形へ引き上げられた。社会保障制度の加入者は，農業（特別）
制度の自営農民を中心にして， 1985年に平均で 1.0%減少した。それにもかかわらず，こ
の（農業特別）制度の負担増は，他のそれを抜きんでている。つまり，この負担増が22.7%
であったのに対して，自営業者の（特別）制度の負担は10.5%増え，また一般制度の負担増
は8.4%にとどまったのである。ところで，労働者（全体）の負担額は，企業の負担率が
上記のように低下したために，企業のそれよりも高いのであり，その差は，企業と労働者
からの等分の拠出額が全体で310億ペセタにのぼる「連帯基金」 Fondade Solidaridad 
の収入も考慮に入れれば，一層際立つであろう。失業保険にかかわる負担について言えば，
その12.3形の増加は，失業給付の増加に対処するには不十分であって，これらの収入と支
出の乖離は目に見えて拡大している。
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〔参考〕 1-7表主なマクロ経済指標： 1985年〔a〕
単位： 10億ペセタ
1984年 1985年 1985年 変 化 率 GDP 
名目値 実質値＊ 名目値 実質 1価格 1名 目
成寄長与へ度の
国内民間消費 16,300 16,548 17,920 1.5 8.3 9. 9 0.98 
政府消費 3,396 3,498 3,836 3.0 9. 7 13. 0 0.40 
総資本形成 5,144 5,3?6 5,778 4. 5 ?. 5 12.3 ・0. 91 
固定資本 5,094 5,323 5,721 4.5 7.5 12.3 0.90 
建 設 3,362 3,380 3,662 0.5 8.3 8.9 0.07 
プラント 1,732 1,943 2,059 12.2 6.0 18.9 0.83 
在庫変動 50 53 57 0.01 
国内需要 24,840 25,422 2?,534 2.3 8.3 10. 8 2.29 
財・サーピス輸出 5,906 6,128 6,563 3.8 ,. 1 11.1 0.87 
財・サーピス輸入 5,346 5,645 5,899 5.6 4.5 10. 3 -1.18 
貿易残高 560 483 664 -0.30 
国〔内市総場価生格産表示〕 25,400 25,905 28,198 2.0 8.9 11.0 1.99 
第 1次産業 1,658 1,691 1,775 2.0 5.0 7. 1 0. 13 
非農業部門 23,260 23,?0? 25,868 1.9 9. 1 1. 2 1. 76 
工 業 7,934 8,106 8,863 2.2 9.3 1. 7 0.68 
建設業 1,951 1. 951 2,105 0.0 7.9 7.9 
サービス業 13,375 13,650 14,900 2.1 9.2 '11. 4 1.08 
輸入関連税 482 501 555 15. 1 0.10 
出所〕 !NEおよび BE.
り 1984年のデータは， 1980年ベースの新「国民経済計算」の予測値として !NE
が提供したものである。 1985年の数値はスペイン銀行の推計による。
*) 1984年価格で表示。
（訂正〕 「スペイン経済：i9B6年」（本誌 38巻5号）を，次のように訂正されたい。
個 処 （誤） （正）
p, 202, 1-9図 寄与度 1寄与率
p. 205, 1 -10図 入札件数 入札額，単(2位カは所1）0。なお 0万ペセタ
p. 232, 1 -26表 一人当たり平均給与 一人当たり平均月給
p. 237, 10. の行 固定資本減耗 固な定お，資本次償頁却の。10. の行も同様
p. 240, 1.14 輸出補助金 経営補助金
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